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ご あ い さ つ 

 

本市は、多良山系や大村湾などの恵まれた自然環境に加え、長崎県の空の玄関口

である長崎空港や長崎自動車道大村ＩＣ・木場スマートＩＣによる優れた交通網、

新たな教育拠点である県立・市立一体型図書館及び市歴史資料館「ミライ on」など

を有し、自然環境と都市機能が調和する中で、県央地域の中核的都市として着実に

発展し、人口増加を続けてきました。 

平成２３年３月には、平成２３年度から令和２年度を計画期間とする第１期の

「おおむら支え合いプラン（大村市地域福祉計画・大村市地域福祉活動計画）」を

策定し、「向こう三軒両どなり みんなつながり支え合い いきいき安心 おおむ

らづくり」の基本理念のもと、地域福祉を推進するための取組を進めてきました。 

しかしながら、近年の少子高齢化や核家族化の進行、働き方やライフスタイルの

変化などにより、隣近所の住民同士の付き合いの希薄化や町内会等の地域で活動す

る組織の担い手不足など、地域の支え合いの力が弱まりつつあります。 

このような中、国は、平成 28 年 6 月に地域生活課題の解決を住民や団体、行政が

連携して解決する「地域共生社会の実現」を、これからの地域福祉の基本コンセプ

トに掲げました。 

第２期おおむら支え合いプランではこれまでの基本理念を継承しつつ、生活困窮

者への支援の強化や成年後見制度の利用促進などを計画に反映し、地域共生社会の

実現に向け取り組んでいくこととしています。 

この計画策定にあたり、闊達なご議論をいただいた大村市地域福祉計画推進委員

会の皆様をはじめ、市民アンケートや団体アンケートを通じてご意見をいただいた

市民、関係団体の皆様に心からお礼申し上げますとともに、今後も計画の推進に対

してご協力くださいますようお願い申し上げます。 

 

令和３年３月 

大村市長 園田 裕史  



ご あ い さ つ 

 

少子高齢化が進む中、私たちの暮らす社会では、地域の支え合いの希薄化による

ひきこもりなどの社会的孤立や、生活困窮者の増加、介護や権利擁護への不安な

ど、さまざまな課題が表面化しております。 

このような中、あらゆる地域生活課題への対応と地域のつながりの再構築など包

括的な支援体制づくりが求められております。 

大村市社会福祉協議会では、平成２３年度に大村市とともに第 1 期の「おおむら

支え合いプラン（大村市地域福祉計画・大村市地域福祉活動計画）」を策定し、

「向こう三軒両どなり みんなつながり支え合い いきいき安心おおむらづくり」

を基本理念として、地域福祉の推進に取り組んでまいりました。 

また、近年は、豪雨災害や地震などの自然災害も多発しており、令和 2 年 7 月の

豪雨災害では、本市社協では初めての災害ボランティアセンターを設置して被災さ

れた方々の生活復旧に努めたところです。 

今回の第２期「おおむら支え合いプラン」は、これまでの基本理念や施策を引き

継ぐとともに、災害時の生活復旧など新たな課題にも対応する計画として策定いた

しました。 

これからも、当社会福祉協議会役職員一丸となって、住民の皆様をはじめ、行

政、関係団体・事業所と連携を図りながら、地域福祉の推進に取り組んでまいりま

すので、ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

 

令和３年３月 

 

社会福祉法人 大村市社会福祉協議会 

会長 有川 晃治  
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第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

第１章 地域福祉計画・地域福祉活動計画の策定にあたって 

 

１ 地域福祉計画・地域福祉活動計画について 

 

１－１ 計画の名称 

本計画の名称は、前期計画の名称を引き継ぎ「第 2 期おおむら支え合いプラン」と

し、地域住民一人ひとりの支え合いの意識づくりを目指します。 

 

 

１－２ 策定の主旨 

地域福祉とは、全ての人が住み慣れた地域で支え合い、地域全体で生活課題を発見し、解決し

ていくことで、一人ひとりが地域の一員として生活を送れるような地域社会をつくることです。 

しかしながら、少子高齢化、人口減少社会の到来により社会基盤が変化し、地域の支え合いの

意識の希薄化によって地域から孤立する人や、「8050 問題」、「ダブルケア問題」など複合的な問

題を抱える人、生活困窮者の増加など、地域生活課題は複雑化・多様化しています。また、当事

者自身が問題と認識しておらず、支援の必要性に気付かないケースも増えてきています。 

支援を必要としている人やその家族が地域社会の中でいきいきとした生活を送るには、公的サ

ービス（公助）のみではなく、地域でのふれあいや交流、助け合い（共助・互助）、健康づくり

（自助）といった、住民と行政の協働による地域全体での支え合いを進める必要があります。 

大村市では、平成 23（2011）年度に「おおむら支え合いプラン（地域福祉計画・地域福祉活

動計画）」を策定し、「向こう三軒両どなり みんなつながり支え合い いきいき安心おおむらづ

くり」の基本理念に基づき、地域福祉の推進に取り組んできました。 

この「おおむら支え合いプラン」の計画期間が令和 2（2020）年度までとなっていることか

ら、これまでの取組を継承するとともに、時代の変化に対応した取組を推進するため、「第 2期

おおむら支え合いプラン」を策定します。 

  

自助 公助

個人や家族など、自分
たちで解決する

共助・互助
自助、共助・互助で対
応できないことに対し、
行政が支援し解決する

町内会や各団体、ボラ
ンティアなどと支え合い
解決する
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第１章 

地域福祉計画・地域福祉活動計画の

策定にあたって 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

１－３ 計画の位置づけ 

大村市地域福祉計画は、社会福祉法第 107 条の規定に基づき策定する計画です。「大村市総合

計画」を上位計画として位置づけ、本市の福祉分野の個別計画と整合性を図り、共通して取り組

むべき事項を整理して策定しています。 

なお、大村市社会福祉協議会との協働により、地域福祉を実践するためのアクションプランで

ある「地域福祉活動計画」と一体的に策定しています。 

また、成年後見制度利用促進法第 14条第 1項の規定に基づく「成年後見制度利用促進計画」

を盛り込んで策定しています。 

  

・基 本 構 想

・基 本 計 画

大
村
市
社
会
福
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福
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計
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連 携

一体的
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・
大
村
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保
健
福
祉
計
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・
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計
画
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害
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計
画

・
大
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害
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計
画

・
大
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計
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※

支
え
合
い
プ
ラ
ン
に
包
含

大
村
市
地
域
防
災
・
水
防
計
画

大
村
市
自
殺
対
策
計
画

な
ど

大
村
市
食
育
推
進
計
画

その他

の計画

制
度
の
狭
間

制
度
の
狭
間

◆社会福祉法（抄） 
 

(市町村地域福祉計画) 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画(以下「市町村地域福祉計

画」という。)を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 

 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民等の意見を反映させ

るよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、

必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 
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第１章 

地域福祉計画・地域福祉活動計画の

策定にあたって 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

１－４ 社会福祉協議会と地域福祉活動計画 

（１）社会福祉協議会について 

社会福祉協議会（以下「社協」という。）は、社会福祉法第 109条に規定される地域福祉の推

進を図ることを目的とする団体で、以下の事業を行っています。 

①社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

②社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

③社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

④社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 

 

大村市社会福祉協議会は、昭和 31（1956）年に設立され、住民一人ひとりの幸せづくりのた

め、地域に根ざした在宅福祉サービス、福祉教育、ボランティア活動、福祉施設の支援活動を行

い、福祉文化の向上を目的とした様々な福祉活動を展開しています。 

 

（２）地域福祉計画と地域福祉活動計画の一体的な策定 

地域福祉活動計画とは、地域福祉の推進に取り組むための実践的な計画として、社協が策定す

る「行動・活動」計画です。住民、地域において社会福祉に関する活動を行う者、社会福祉を目

的とする事業（福祉サービス）を経営する者が協働して地域福祉を推進することを目的とした民

間の計画です。 

地域福祉計画と地域福祉活動計画には、行政計画と民間活動計画という違いがありますが、公

民協働による地域福祉の推進が共通の目的となっているため、第 1期計画と同様に市と社協の協

働により二つの計画を一体的に策定しています。 
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第１章 

地域福祉計画・地域福祉活動計画の

策定にあたって 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

２ 地域福祉を取り巻く国の動き 

 

２－１ 国の取組状況等 

地域福祉に関する近年の国の主な動きは、以下のとおりです。 

 

  

概　　　要

平成２６年
(2014年)

『災害対策基本法』施行
　・避難行動要支援者名簿の作成の義務

平成２７年
（2015年）

『生活困窮者自立支援法』施行
　・自立相談支援事業の実施及び住居確保給付金の支給の義務

平成２８年
(2016年)

『成年後見制度利用促進法』施行
　・成年後見制度の利用促進に関する施策についての基本的な計画の策定（努力義務）
『再犯防止推進法』施行
　・地方再犯防止推進計画の策定（努力義務）
『自殺対策基本法』改正
　・自殺対策計画の策定（義務）

「ニッポン一億総活躍プラン」において、地域共生社会の実現が盛り込まれる
「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置

平成３０年
(2018年)

『社会福祉法』改正
　・地域福祉推進の理念を規定
　・包括的な支援体制づくりに努めることを規定
　・地域福祉計画の充実（策定の努力義務、福祉分野の上位計画として位置づけ）
『生活困窮者自立支援法』改正
　・生活困窮者の自立支援の強化

令和元年
(2019年)

「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」設置

令和2年
（2020年）

『社会福祉法』改正（令和3（2021）年4月1日施行予定）
　・「重層的支援体制整備事業」を創設

近年の国の主な動き
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第１章 

地域福祉計画・地域福祉活動計画の

策定にあたって 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

２－２ 地域共生社会の実現に向けて 

平成 28（2016）年 6月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」は、少子高齢化の問

題に真正面から取り組み、一億総活躍社会を目指すための実行計画です。 

その中で、国は社会保障に対する具体的な取組の一つとして、『地域共生社会の実現』を基本

コンセプトに掲げました。 

「地域共生社会」は、「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住

民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福

祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる社会です。 

 

 
地域共生社会イメージ  

こ
れ
ま
で

家 庭

地 域 職 場

家族の支え

（自助）

地域・職場の相互扶助

（互助・共助）

社会保障制度（公助）
・高齢者

・障がい者

・子ども

・雇用、医療 など

公的支援の整備・充実

社会の変化

住民の意識の変化

⇒地域力の弱体化

個人・世帯が抱える問題（生活課題）が

複雑化・多様化

例えば   

・8050問題 ・ひきこもり

・ダブルケア問題 ・生活困窮

・老老介護 ・社会的孤立

・育児に悩むひとり親

「社会構造、暮らし、人の心の変化」
人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域を共に創っていく社会を目指す。

地 域 共 生 社 会

現
在

こ
れ
か
ら

その結果

例えば   

・少子高齢化 ・人口減少

・単身世帯化 ・働き方

・住民のつながりの希薄化

・地域の担い手の不足

重層的な支援が必要

⇒問題に気づきにくく、

深刻化するおそれ

再構築が必要
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第１章 

地域福祉計画・地域福祉活動計画の

策定にあたって 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

②地域における高齢者の福祉、障害者の福

祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通

して取り組むべき事項 

（社会福祉法第１０７条） 

 

⇒他の福祉分野計画の上位計画として位置

づけられました。 

①包括的な支援体制の整備に関する事項 

（社会福祉法第１０６条の３） 

 

 

⇒地域住民・支援関係機関等による地域生

活課題の解決を包括的に支援する体制を整

備するよう努めることとされました。 

 

地域共生社会を実現するためには、「他人事」になりがちな地域づくりを住民が「我が事」と

して主体的に取り組んでいく仕組みづくりや、制度の縦割りを超えてニーズに「丸ごと」対応で

きるような相談支援やサービス提供の体制づくりが必要となります。 

 

 

「我が事・丸ごと」の地域づくり・包括的な支援体制の整備 

 

２－３ 社会福祉法の改正 

平成 12（2000）年の社会福祉法改正により、「地域福祉の推進」及び「地域福祉計画」に関す

る規定が設けられ、平成 30（2018）年の改正においては、地域共生社会の実現を図るため、地

域福祉計画に記載すべき事項について、次の 2項目が追加されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対応が

できている

ニーズ

対応が

できていない

ニーズ

➤ 相談する先が

分かっている

課題

➤ 自ら相談に

行く力がある

各分野の

相談機関で対応

・地域包括支援

センター

・相談支援事業所

（障がい）等

●世帯の複合課題

➤ 本人又は世帯の課題が複合

（8050問題、ダブルケア等）

●制度の狭間

➤ 制度の対象外、基準外、一時的

なケース

●自ら相談に行く力がない

➤ 頼る人がいない、自ら相談に行く

ことが困難。社会的孤立・排除

➤ 周囲が気づいていても対応が分か

らない。（地域の福祉力の脆弱化）

➤ 当人が課題だと認識していない。

【１】 他人事 が 我が事 に

なるような環境整備

 住民参加を促す人への支援

 住民の交流拠点づくり

【２】住民に身近な圏域で分野を

超えた課題に総合的に相談

に応じる体制づくり

 丸ごと受け止める場（地区

社協、地域包括支援センタ

ー、相談支援事業所、地域

子育て支援拠点等）で実施

【３】多機関の協働による市町村

における包括的な相談支援

体制づくり

 生活困窮者自立支援機関な

どが中核

小
中
学
校
区
等
の
身
近
な
圏
域

市
町
村
域
等

◆地域住民が課題を抱えた人や

世帯に 気づく ことができる

◆課題の早期発見により、深刻化

する前に解決することができる

◆世帯の複合課題や制度の対象に

ならない課題も含めて、適切な

関係機関につなぎ、連携しなが

ら、解決することができる

◆地域住民と協働して新たな社会

資源を作り出すことができる

◆支えられる人が支える側（担

い手）にもなり、生活の張り

や生きがいを見出すことがで

きる

＜現在＞ ＜対応＞ ＜将来像＞

国 が 目 指 す 「 地 域 共 生 社 会 の 実 現 」
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第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

第２章 大村市の現状と課題 

 

１ 統計データで見る現状 

第２期計画を策定するにあたり、各種統計データを整理し、本市の現状分析を行いました。 

人口増加を続けている大村市ですが、同時に少子高齢化も進行しており、国立社会保障・人口

問題研究所によると、令和 12（2030）年には人口減少へ転じると推計されています。 

また、町内会等の地域活動組織の加入率低下などによって住民間のつながりが希薄化し、世帯

が地域から孤立することも懸念されています。 

 

（１）人口の推移 

☑人口は増加を続けているが、少子高齢化が進行し、将来的には人口減少へ転じると予測 

 

 

人口（年齢区分ごと）の推移・推計【出典：国立社会保障・人口問題研究所推計】  

56,425 
60,919 

69,472 

79,279 

88,040 

92,757 
93,953 94,237 93,791 

92,725 

90,951 
88,575 

17,013 15,916 16,766 15,792

15,377 15,146 14,941 14,548 14,046 13,533
13,132 12,626

35,637
39,652

45,170

52,177
56,619 56,172 54,796 53,757

52,716 51,130

48,269 45,826

(6.7%)

3,775

(8.8%)

5,351

(10.8%)

7,530
(14.3%)

11,305

(18.2%)

16,032

(23.1%)

21,439

(25.8%)

24,216

(27.5%)

25,932

(28.8%)

27,029
(30.3%)

28,062

(32.5%)

29,550
(34.0%)

30,123

92,950 97,011 

100,056 
100,952 

101,269 

101,123 
100,528 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

S40

1965年

S50

1975年

S60

1985年

H7

1995年

H17

2005年

H27

2015年

R2

2020年

R7

2025年

R12

2030年

R17

2035年

R22

2040年

R27

2045年

（単位：人）

総数 ０～１４歳 １５～６４歳 ６５歳以上 ※( )は高齢化率 大村市人口ビジョン(H27）推計

※詳細は第 5章資料編 73ページに記載しています。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

（２）配偶者関係、単身世帯の推移 

☑既婚者の比率が減少傾向、単身世帯の比率は増加傾向 

 
配偶者関係の推移【出典：国勢調査】 

 

 

総世帯に対する単身世帯比率【出典：国勢調査】  

16,537

（26.1%）

17,449

（25.6%）

18,652

（25.8%）

18,828

（25.5%）

19,244

（25.1%）

39,212

（61.8%）

42,026

（61.6%）

43,627

（60.4%）

44,808

（60.6%）

45,972

（60.0%）

5,296

（8.3%）

5,707

（8.4%）

6,051

（8.4%）

6,062

（8.2%）

6,545

（8.5%）

2,387

（3.8%）

3,071

（4.5%）

3,901

（5.4%）

4,280

（5.8%）

4,868

（6.4%）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１７ Ｈ２２ Ｈ２７

（単位：人）

離別

死別

有配偶

未婚

※（ ）は

構成比

23.46 
25.30 

27.11 
29.43 

31.94 

22.16 23.03 
25.04 

26.33 
28.10 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

H7 H12 H17 H22 H27

（単位：％）

長崎県 大村市
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

（３）高齢者世帯の推移 

☑高齢化の進行により、高齢者のみの世帯が増加を続けている 

 
高齢者単身世帯・総世帯に対する比率の推移【出典：国勢調査】 

 

 
高齢者夫婦のみ世帯数・総世帯数に対する比率の推移【出典：国勢調査】  

40,417
50,070

57,195
63,245

73,610

1,571 2,019 2,430 2,884 3,699

7.63%

9.22%

10.37%
11.36%

13.18%

6.00%
6.94%

7.66%
8.50%

10.30%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H7 H12 H17 H22 H27

（単位：世帯）

長崎県 大村市 長崎県（率） 大村市（率）

32,891
42,252

49,475
54,683

61,760

1,354 1,848 2,382 2,846 3,542

6.21%

7.78%

8.97%
9.82%

11.06%

5.17%

6.35%

7.51%
8.39%

9.86%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H7 H12 H17 H22 H27

（単位：世帯）

長崎県 大村市 長崎県（率） 大村市（率）
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

（４）要介護認定者の推移 

☑介護を受ける人は増加を続けている 

 
介護度別認定者数の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

（５）障がい者の推移 

☑障がいのある人は横ばいから微増傾向 

 

障がい別手帳所有者数の推移【大村市内部資料をもとに作成】  

903 902 948 1,038 1,066 1,081 1,151 1,300 1,290 1,337 1,316

492 553 594
657 720 771 806

835 942 1,017 1,039
360 409

478
491 454 529

563
577 541

584 619

387
405

424
420 419

413
431

430 490
460 478

355
391

386
438 452

443
457

473
497

486 506

313
329

340
344 380 343

331
327

340 316 319

2,810 
2,989 

3,170 
3,388 3,491 3,580 

3,739 
3,942 

4,100 4,200 4,277 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

4,151 4,188 4,227 4,078 4,129 4,172 4,439 4,227 4,116 4,122 4,092 

861 883 916 909 943 965 
1,010 

1,057 1,058 1,102 1,128 

482 500 575 549 621 689 
712 798 789 857 925 

5,494 5,571 5,718 5,536 5,693 5,826 
6,161 6,082 5,963 6,081 6,145 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

身体障がい者数 知的障がい者数 精神障がい者数
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

（６）地域活動組織の推移 

☑町内会等加入率は減少が続いている 

 

町内会加入世帯・加入率の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

 

老人クラブ加入者数・加入率の推移【大村市内部資料をもとに作成】  

33,835 33,908 33,809 34,385 34,863 35,452 35,773 36,774
37,490 37,609 38,188

27,596 27,616 27,804 28,068 28,275 28,413 28,531 29,013 29,083 29,115 29,332

81.6% 81.4% 82.2% 81.6% 81.1% 80.1% 79.8% 78.9% 77.6% 77.4% 76.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：世帯）

総世帯数 加入世帯数 加入率

5,152 5,130 4,983 4,862
4,640 4,563 4,489

4,360 4,393 4,330
4,117

28.8% 28.4%
26.8% 25.% 23.2% 21.8% 20.7% 19.6% 19.1% 18.4% 17.1%

82 84 83 83 81 82 82 83 84 85 83

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

構成員数 加入率 クラブ数
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

 
子ども会参加者数・加入率の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

  

3,405

2,946
2,692

2,529
2,290 2,260 2,135 2,012 1,852

1,725

2,094

1,934
1,812

1,659
1,614 1,659

1,549
1,463

1,372
1,265

32.2%
28.1% 25.7% 24.1% 21.9% 21.6% 20.5% 19.3% 17.7% 16.5%

109

100
97

90
84 84

79 78
74 72

0

20

40

60

80

100

120

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

子ども会員数 指導者・育成者数 子ども会加入率 子ども会数

※H22はデータが不明なため表示なし
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

２ 第 1期計画の取組と課題 

第 2期おおむら支え合いプランを策定するにあたり、第 1期計画の平成 23 年～令和元年度ま

での取組内容と課題の整理を行いました。 

取組の詳細は、別冊の「おおむら支え合いプラン ―大村市地域福祉計画・大村市地域福祉活

動計画― 施策評価表（平成 23年度～平成 30年度）」に記載しています。 

 

 

基本目標Ⅰ 人と人とのふれあいを大切にする心をはぐくもう 

 

基本施策１ 住民一人一人に福祉意識を広げる環境づくり 

取 組 

広報おおむらやフリーペーパーなどを活用し、福祉に関する取組の周知を行い、福祉意識を

広げる活動を実施しました。 

福祉教育として、小中学生を対象に、障がい者による演奏会や障がい者団体との協働による

花植え活動を実施しました。また、障がい者施設の商品販売会「オレンジクローバー販売会」を

市役所ロビー等で行い、障がい者と市民のつながりを生む活動に取り組んでいます。 

 

課 題 

広報おおむらやホームページを中心として、福祉に関する取組の周知を行っていますが、Ｓ

ＮＳ等の広報手段も活用し、より多くの市民に福祉意識を広げる必要があります。 

 

基本施策２ 地域福祉を担う人材の育成 

取 組 

広報おおむらやホームページ等を活用し、地域のイベント紹介、地域活動の情報提供を行いま

した。 

また、各種講座やセミナー等を開催し、地域福祉を担う人材の育成に取り組みました。 

 

課 題 

講座等への参加者の高齢化や参加人数の伸び悩みなどの課題があります。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策３ コミュニティ活動の充実 

取 組 

身近なコミュニティ活動である町内会の加入促進として、加入促進月間中の懸垂幕やのぼりの

設置及び広報おおむらへの記事の掲載などを実施しています。 

活動支援の取組としては、市内の８地区に対して地域げんき交付金、市民や市民団体に対して

市民いきいき助成金をそれぞれ交付し、地域の課題解決や地域の活性化、賑わいの創出などに役

立てました。 

 

課 題 

地域福祉を担う町内会や子ども会、老人クラブ等の地域活動組織の加入率は低下が続いてお

り、地域住民のつながりが希薄化するおそれがあります。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本目標Ⅱ 一人一人の困りごとをきちんと解決につなげよう 

 

基本施策１ 福祉サービスの情報提供・相談体制の充実 

取 組 

パンフレット・ガイドブックの作成や相談窓口の設置など、情報提供・相談体制の充実を進め

ています。 

相談体制では、自殺対策ネットワーク会議等の開催や、生活困窮者自立支援事業の開始に伴い

相談窓口を開設するなど、相談窓口の充実や連携を図っています。 

また、地域住民にとって身近な相談相手である民生委員・児童委員に対し、研修費や広報活動

に係る補助を行っています。 

 

課 題 

窓口や広報おおむら、ホームページを中心に情報提供を行っていますが、サービスを必要とす

る人に情報が行き届くための情報提供の工夫や相談窓口の連携などが必要です。 

民生委員・児童委員については、少子高齢化などを背景に、役割が大きくなっていることか

ら、負担が増加しており、欠員が生じている地区が出てきています。 

 

基本施策２ 福祉サービスの適正な利用の確保 

取 組 

利用者が事業の内容を把握し、福祉サービスを選択する際の目安となるよう、事業者が提供し

ているサービスの質を公正・中立な第三者機関が専門的かつ客観的な立場から評価する「第三者

評価制度」の活用を推進しています。 

また、認知症などにより判断能力が不十分な高齢者等に対する取組として、成年後見制度の利

用支援を行っています。 

判断能力が不十分な障がい者の福祉サービスの利用等に関する相談に対しては、日常生活自立

支援事業につなげています。 

 

課 題 

第三者評価制度については受審件数が少なく、制度を十分に活用できていない状況です。 

成年後見制度についても利用者が少なく、成年後見制度における包括的な相談や支援、周知を

担う中枢機関がないことが課題となっています。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策３ 生活困窮者自立支援対策の推進 

取 組 

広報おおむらやホームページを活用し、生活困窮者自立支援対策制度の周知や、生活困窮者の

早期発見、実態把握等のため、庁内関係各課との連携を図り、相談支援窓口に繋がる仕組みづく

りに取り組んでいます。 

また、住居確保給付金の支給や生活困窮者世帯の子どもに対する学習支援なども行っていま

す。 

 

課 題 

雇用状況が変化する中で、支援のニーズも多様化してきており、就労につなげることが容易で

はないのが現状です。 

一人ひとりに寄り添いながら状況を把握し、それぞれの状況に応じた支援体制を構築する必要

があります。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本目標Ⅲ 安全安心でいきいきとした暮らしをつくろう 

 

基本施策１ 地域による防犯、防災体制づくり 

取 組 

地域の防災体制づくりとして、自主防災組織の結成の呼び掛けや、自主防災訓練の実施、避難

行動要支援者の登録などを行っています。ハード面ではデジタル防災行政無線の運用を開始し、

防災ラジオの無償貸与を行っています。 

また、防犯対策として、防犯灯の新設及びＬＥＤ化や、防犯パトロールの実施などに取り組ん

でいます。 

 

課 題 

自主防災組織の結成数が伸び悩んでいるため、組織の結成促進を行い、「自助」「互助・共助」

の意識を広げる必要があります。 

また、個人情報に十分に配慮した上で、自主防災組織、町内会等の支援機関と避難行動要支援

者名簿を共有し、連携していく必要があります 

 

基本施策２ 地域における健康づくり 

取 組 

健康づくり推進員がウォーキングや健康体操などを通じて地域住民の健康づくりを支援してお

り、ホームページで活動のＰＲ等を行っています。推進員への活動支援として、フォローアップ

講座の開催や、代表者会における活動の課題の協議などを行っています。 

また、食を通じた健康づくりのため、食生活改善推進員を養成し、市内 8地区ごとに組織化を

進めており、各地区において地域イベントや各団体と連携した、取組を行っています。 

 

課 題 

推進員の平均年齢が高くなってきており、新たな人材の確保・養成が必要となってきていま

す。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策３ 見守りの仕組みづくり 

取 組 

高齢者の見守り支援として、民生委員児童委員協議会連合会など各団体が参加する高齢者見守

りネットワーク協議会を開催し、気になる高齢者の見守りの対応手順を示したフロー図を作成し

ました。 

また、要保護児童対策や子育て世帯の孤立防止、障がい者の地域生活支援などに取り組んでい

ます。 

 

課 題 

高齢化の進行などにより、地域から孤立する人が今後増えるおそれがあり、地域による見守り

がさらに重要になってきます。 

住民や団体等に対する普及啓発を行い、見守りの意識向上を図るとともに、相談機関へつなが

る仕組みづくり、関係団体間の連携強化、新たな見守り体制の検討など、見守りに対する取組を

充実させる必要があります。 

 

基本施策４ 社会参加と生きがいづくりの推進 

取 組 

高齢者や障がい者の社会参加と生きがいづくりの取組として、高齢者に対する各種講座や地域

活動組織及び老人クラブ活動の推進や、障がい者に対する移動支援事業、コミュニケーション支

援事業、社会促進事業等を実施しています。 

 

課 題 

高齢者の生きがいづくりについては、講座等への参加者が横ばい傾向となっており、さらに促

進のための周知方法や新たな講座の検討、参加する機会の確保などが必要です。 

障がい者の移動支援事業では、ヘルパーなしで行動できる人でも公共交通機関が少ない地域で

は移動が難しい場面があります。 

また、社会参加と生きがいづくりを推進していく上で、高齢者や障がい者が活動内容を発表で

きる場が必要ですが、その機会が少なく、やりがいが損なわれるおそれがあるため、発表の場を

増やしていく必要があります。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策５ 子どもをすこやかに育てる地域づくり 

取 組 

地域全体で子育てを支援する取組として、大村市シルバー人材センターへの委託により昔遊び

や伝統行事の指導を行っています。 

また、市内各所の子育て支援センターにおける子育て相談や各種講座の開催、公立幼稚園の園

庭開放等を行い、子どものすこやかな育ちを促進しています。 

 

課 題 

子どもを見守る指導者が高齢化し、担い手が不足するおそれがあることから、新たな人材の育

成が必要となっています。 

 

基本施策６ 地域包括ケアシステムの推進 

取 組 

地域包括支援センターにおいて、介護、福祉、保健などさまざまな面から総合的な支援を行っ

ています。 

また、大村市医師会が開設した大村市在宅医療サポートセンターの「24時間コールセンタ

ー」の周知や、地域包括支援センターが配布する「救急医療情報キット」の普及啓発を行い、緊

急時に救急隊や搬送先病院への情報提供を円滑に行うなど、在宅療養環境の向上を進めていきま

す。 

 

課 題 

地域包括ケアシステムの推進を図っていますが、今後の高齢化の進行を見据え、より身近な生

活支援や見守り体制を充実させる必要があります。 
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

３ 市民アンケート調査結果 

第 1期計画策定時と現在の地域福祉に関する住民意識の変化や、現状の課題を抽出するため、

市民 3,000名を対象に「地域の支え合いに関するアンケート」を行いました。 

調査対象 
市内に在住する 15歳から 80歳の男女 3,000名 

（無作為抽出） 

実施期間 令和 2年 2月 25日(火曜日)から 3月 27日(金曜日) 

調査方法 郵送による配布、郵送・市ホームページによる回収 

回答者数 948名（31.6%） 

 

①ご自身に関すること 

・回答者は女性が約 6 割、男性が約 4 割で、年代別では 60 歳以上の割合が約 4 割となっています。 

・小学校区別割合では、竹松小学校区が最も多く、西大村小校区、大村小校区と続いています。 

・世帯構成は「夫婦と子ども」が約 4 割で最も多くなっています。前回調査時と比較すると、「母と子ど

も」、「父と子ども」の世帯が増加をしており、「3 世代以上の同居」が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 世帯構成 

  

回答者の属性（年代×性別）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
10歳代 231 123 108 50 24 26 21.6% 19.5% 24.1% 5.3% 2.5% 2.7%
20歳代 359 177 182 51 18 33 14.2% 10.2% 18.1% 5.4% 1.9% 3.5%
30歳代 474 238 236 134 47 87 28.3% 19.7% 36.9% 14.1% 5.0% 9.2%
40歳代 593 316 277 163 65 96 27.5% 20.6% 34.7% 17.2% 6.9% 10.1%
50歳代 531 249 282 169 61 108 31.8% 24.5% 38.3% 17.8% 6.4% 11.4%
60歳代 462 226 236 196 85 108 42.4% 37.6% 45.8% 20.7% 9.0% 11.4%
70歳代以上 350 171 179 182 81 99 52.0% 47.4% 55.3% 19.2% 8.5% 10.4%
無回答 - - - 3 0 1 - - - 0.3% - 0.1%
計 3,000 1,500 1,500 948 381 558 31.6% 25.4% 37.2% 100.0% 40.2% 58.9%

　　構成比　　回収率　　回答数
区分

　　発送数

※詳細は第 5章資料編 87ページに記載しています。 

6.9%

26.5%

41.0%

9.7%

5.3%

0.6%

7.1%

11.5%

27.3%

41.8%

8.1%

6.2%

1.2%

2.7%

1.単身

2.夫婦２人

3.夫婦と子ども

4.三世代以上の同居

5.母と子ども

6.父と子ども

7.その他

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

②生活環境について 

・大村市を「住みやすい」と感じる人は、前回調査よりも増加しています。 

・身の回りの環境の満足度は、「買い物がしやすい環境」が最も多く、次いで「子どもが元気に成長でき

る環境」、「急な病気等に対する救急医療の体制」となっています。一方で「交通環境」は不満が多く

なっています。 

 

問６ 大村市の住みやすさ 

 

 

問７ 身の回りの環境について 

  

49.5%

54.3%

39.2%

35.4%

6.2%

7.4%

1.7%

1.5%

1.2%

1.2%

2.3%

0.2%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.住みやすい 2.まあ住みやすい 3.どちらともいえない 4.やや住みにくい 5.住みにくい 無回答

14.6%

14.7%

10.2%

6.4%

7.1%

6.1%

3.3%

17.6%

9.4%

15.0%

3.5%

3.6%

31.0%

33.2%

28.4%

19.8%

22.8%

21.9%

11.5%

38.8%

21.6%

31.6%

17.7%

16.7%

32.3%

33.3%

43.5%

37.4%

40.5%

42.1%

37.3%

27.0%

28.2%

34.6%

52.6%

52.7%

3.0%

5.1%

4.5%

12.3%

11.5%

16.4%

23.0%

8.5%

21.8%

7.7%

9.3%

8.6%

1.8%

1.5%

1.5%

4.1%

3.6%

6.2%

12.3%

5.0%

14.8%

3.2%

3.0%

3.1%

12.9%

8.0%

7.5%

16.2%

11.9%

4.0%

8.6%

0.4%

1.5%

5.2%

10.7%

11.6%

4.5%

4.2%

4.4%

3.6%

2.6%

3.3%

3.9%

2.6%

2.7%

2.7%

3.3%

3.7%

１．安心して赤ちゃんを産み育てられる環境

２．子どもが元気に成長できる環境

３．青少年が健全に育つ環境

４．障がいがあっても安心して暮らせる環境

５．ご高齢の方がいきいき暮らせる環境

６．住民が利用しやすい施設が整った環境

７．働く場所に恵まれた環境

８．日頃の買い物がしやすい環境

９．目的地にスムーズに着ける交通環境

１０．急な病気やけがに対する救急医療の体制

１１．防犯に対する支援や体制

１２．防災に対する支援や体制

満足 まあ満足 ふつう やや不満 不満 分からない 無回答
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

③情報発信のあり方について 

・福祉に関する情報の入手先は「広報紙」が最も多くなっています。一方で、「社会福祉協議会」や「民

生委員・児童委員」から情報を入手する方の割合は低い結果でした。 

 

 

問８ 情報の入手先 

 

  

30.3%

8.3%

14.7%

51.5%

20.0%

3.6%

6.8%

1.4%

1.6%

5.2%

10.2%

9.7%

2.5%

25.1%

29.3%

36.5%

38.8%

13.0%

5.1%

2.5%

1.4%

1.7%

1.市役所

2.出張所・コミセン

3.学校・保育所・幼稚園

4.市役所の広報紙

5.市役所のホームページ

6.社会福祉協議会

7.社会福祉協議会の広報紙

8.社会福祉協議会のホームページ

9.地区社会福祉協議会

10.地域包括支援センター

11.福祉施設・事業所

（ケアマネージャー・ホームヘルパーを含む）

12.医療機関

（保健師・訪問看護師を含む）

13.民生委員・児童委員

14.家族・親族

15.友人・知人

16.町内会（回覧板を含む）

17.新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

18.SNS（フェイスブック、ツイッターなど）

19.情報を入手する方法がわからない

20.情報を入手する必要がない

21.その他

無回答
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

④地域の関りについて 

・隣近所との付き合いの程度は、「顔を合わせるとあいさつするぐらいの付き合い」が最も多くなってい

ます。前回調査と比較すると、付き合いの程度が希薄化する傾向にあります。 

 

問１０ 近所との付き合いの程度 

 

⑤助け合い、支え合いについて 

・「近所などで困っている人に手助けをする」と回答した人は、前回調査と比較すると減少しています。 

・相談相手は「配偶者」や「親」などの近親者が多い傾向で、「民生委員・児童委員」や「社会福祉協議

会」が低くなっています。 

・手助けを求めることでは、災害時の安否確認や避難誘導が最も多く、急病時に対する不安も多くなっ

ています。 

・手助けが出来ることでは、「公園や道路などの清掃活動」が最も多く、次いで「単身高齢者の話相手」、

「ゴミ出し」となっています。 

 

問１１ 困っている人を見かけたらどうしますか 

  

2.7%

1.7%

13.7%

9.1%

34.1%

31.0%

39.5%

46.2%

2.4%

3.4%

6.3%

7.7%

1.2%

0.9%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.家族みたいに頻繁に

行き来するくらいの付き合い

2.簡単なことは気軽に

頼み合えるくらいの付き合い

3.顔を合わせると、世間話や情報

交換など立ち話するくらいの付き合い

4.顔を合わせると、あいさつを

し合うくらいの付き合い

5.町内会の集まりなどで顔を合わす

くらいで、ほとんど話しをしたことがない

6.顔もよくわからず、

ほとんど付き合いがない

無回答

43.0%

40.3%

43.6%

44.4%

11.0%

11.9%

0.8%

1.3%

1.7%

2.1%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.自らすすんで手助けする 2.求められたら手助けする 3.どうするかわからない 4.なにもしない 無回答
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

⑤助け合い、支え合いについて（続き） 

 

問１３ 困ったときの相談相手 

 

  

64.6%

59.6%

59.8%

13.2%

2.5%

4.7%

11.3%

7.4%

11.4%

2.4%

6.8%

2.0%

1.7%

1.配偶者

2.親や兄弟姉妹

3.友人や知人

4.隣り近所の人

5.民生委員・児童委員

6.町内会の役員

7.医療機関

（保健師・訪問看護師を含む）

8.福祉施設・事業所

（ケアマネージャー・ホームヘルパー含む）

9.市役所（出張所を含む）

10.社会福祉協議会

11.その他

12.相談する相手がいない

無回答
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第２章 

大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

⑥地域の活動について 

・地域の課題は、「災害時などに住民同士で助け合える関係がない」が最も多く、次いで「日常生活にお

いて住民同士で助け合える関係がない」、「地域の交流が少ない」となっています。 

・地域活動に対する姿勢を前回調査と比較すると、参加意識が若干低下しています。 

・参加したい地域活動は、「知識や教養が得られる活動」が最も多くなっています。一方で「家族ぐるみ

の活動」や「行政への協力や地域自治に関わる活動」は「参加しない」が多くなっています。 

・これからの地域生活で大切なことでは、「災害時などに助け合える関係づくり」が最も多く、災害時の

助け合いの意識が高まっています。また、「専門相談窓口の充実」も求められています。 

 

問１７ 地域の課題 

 

  

19.9%

25.3%

27.1%

6.8%

4.9%

10.3%

7.8%

9.6%

5.1%

7.0%

10.7%

11.6%

19.2%

6.2%

24.5%

1.地域の交流（地域で話し合いが

できる場など）が少ない

2.日頃の生活のなかで、身近な住民同士で

気軽に助け合える関係がない

3.災害時など、いざというときに身近な

住民同士で助け合える関係がない

4.町内会での地域活動が行われていない

5.婦人会・老人会・子ども会・消防団

などの地域活動が行われていない

6.地域の祭り・イベント等に地域住民

の協力や参加が積極的ではない

7.生涯学習や生涯スポーツなど、日頃の健康

づくりや生きがいづくりの活動がない

8.ボランティアや非営利組織（NPO）

など、住民の自主的な活動がない

9.身近なところで子育てに関する

相談ができる場がない

10.子ども会活動などを主とした

健全育成への取組みが充分でない

11.身近なところでご高齢の方が

集まって交流できる機会がない

12.身近な住民によるご高齢者世帯への

声掛け、見守りができていない

13.気軽に相談できる専門相談窓口がない

14.その他

無回答、分からない、交流していない など
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【最後に】地域のあり方について、日頃思っていることなど（自由記載） 抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

仕事をしながら地域の活動に参加するのは大変

だが、地域の人と関わりをもつことはいい経験

で、顔を合わせることで困ったときに助け合え

る関係を築くことにもつながると思う。 

（女性 20 代） 

戸建て住宅と賃貸住宅では壁があり、賃貸住宅

者は地域の一員じゃない気がする。 

 

 

（女性 30 代） 

働き方改革は進みつつあるのであろうが、仕事

の忙しさは変わらず、地域の活動に参加できて

いないのが実情。定年後にいろいろな活動に参

加したいと思っている。 

（男性 50 代） 

現代は、地域での面倒見が良い人が少ないと思

う。核家族化が進み、子育て世代は育児、家

事、仕事…と頼れる人がおらず大変です。元気

なシニアの方々に助けて欲しい。お節介でも大

歓迎です。         （男性 40 代） 

町内会に参加しない、出来ない人がいる中で、

参加すると人手が少なく一人の負担が大きい。

特定の人にだけ負担がかからない仕組み、参加

してよかったと思える活動が増えてほしい。 

（女性 40 代） 

みんな生活していく上でゆとりが無く忙しくて

ご近所との関わりがなく、どんな人達が住んで

いるのか顔も分かりません。 

 

（女性 60 代） 

自分の将来のことや家族のこと、仕事のことな

どを考えることで精一杯なので、地域のことま

で積極的に関われていないが、負荷が少ないこ

とであれば協力したいとは思っている。 

（男性 30 代） 

隣近所の方と月 1 回集まってお茶会を行い、情

報交換などお話をしています。とてもいい関係

です。 

 

（男性 60 代） 
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大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

４ 団体アンケート調査結果 

地域で活動している団体等を対象に、地域や活動に関する現状や課題などを把握するため、

「地域での支え合い団体アンケート」を実施しました。 

調査対団体 

170団体 

関係団体 34団体 ※町内会長会連合会 など 

福祉関係団体 25団体 ※民生委員児童委員協議会連合会 など 

障害者関係団体 7団体、子育て関係団体 13団体、 

ボランティア団体 60団体、ＮＰＯ法人 31団体 

実施期間 令和 2年 6月 16日(火曜日)から 7月 3日(金曜日) 

調査方法 郵送による配布・回収 

回答団体数 135団体（79.4%） 

 

団体のこと （１）基本情報について 

・回答団体は「ボランティア団体」が 4 割で、次いで「地区などの協議会・連合会等」が 3 割となって

います。 

・活動範囲は「市内の一部地域」が 6割を超え、その中でも「大村地区」が多くなっています。 

・活動の対象者は「小・中学生」が最も多くなっています。一方で「若者」や「介護を行っている

家族」を対象とした活動は少ない結果になっています。 

 

問４ 活動範囲 

  

三浦地区内

4.4%
鈴田地区内

6.7%

大村地区内

17.0%

西大村地区内

9.6%
竹松地区内

7.4%

萱瀬地区内

2.2%福重地区内

4.4%松原地区内

5.2%

その他

4.4%

市内全域

16.3%

市内と近隣市町

12.6%

県内全域

4.4%

近隣県を含む地域

2.2%

その他

3.0%

市内の一部地域

61.5%

※詳細は第 5章資料編 98ページに記載しています。 
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第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

団体のこと （２）活動状況について 

・活動日数は「月 1 回」が最も多く、次いで「毎日」となっています。 

・団体の活動人数の傾向は「増えている」が約 1 割、「変わらない」が約 6 割、「減少している」が約 3 割

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 活動人数の傾向 

 

団体のこと （３）困っていることや課題について 

・団体の運営上の課題は「メンバーの高齢化」が最も多く、次いで「メンバーの加入が進まない」、「活動

に参加するメンバーが固定化している」となっており、活動の担い手が不足している状況です。 

 

問９ 団体の課題 

  

48.1%

28.9%

39.3%

24.4%

5.2%

7.4%

16.3%

41.5%

13.3%

6.7%

4.4%

14.8%

3.0%

8.9%

7.4%

24.4%

16.3%

11.1%

0.7%

メンバーの高齢化

リーダー（後継者）が育たない

活動に参加するメンバーが固定化している

仕事を持っているメンバーが活動に参加しづらい

メンバーが定着しない

メンバーの性別に偏りがある

活動を行う人手が足りない

新しいメンバーの加入が進まない

参加者を募るための情報を発信する場や機会が乏しい

やらされ感が強く、自発的な活動につながっていない

メンバーのモチベーションが維持できない

活動がマンネリ化している

活動の場所（拠点）の確保が難しい

活動を行う上でのメンバー向けの研修等が不足している

専門知識を持っている人材が不足している

活動資金が足りない

特になし

その他

無回答

全体的に増え

てきている

11.1%

ほとんど変わらない

55.6%

減少している

33.3%

6.7%

13.3%

20.0%

46.7%

13.3%

「増えてきている」15団体内訳

その他

ボランティア団体

ＮＰＯ法人

地区協議会・連合等

社会福祉法人

  

13.3%

53.3%

2.2%

22.2%

8.9%

「減少している」45団体内訳

その他

ボランティア団体

ＮＰＯ法人

地区協議会・連合等

社会福祉法人
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大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

団体のこと （４）活動の活性化に必要なことについて 

・活動の活性化に必要なことは「担い手となる人材の育成」が最も多く、「活動資金の支援」や「講習会

等の機会の充実」も多くなっています。 

 

問１０ 活動の活性化に必要なこと 

 

地域のこと （１）地域で気にかかる人・ご意見について 

・福祉サービスの対象になっていないが気にかかる人が「いる」と回答したのは 2 割を超え、内容は「生

活に困った高齢者」や「身寄りのない高齢者」、「人との関りを持たない高齢者」、「8050 問題を抱えた

家庭」などです。 

 

  

30.4%

14.1%

20.0%

29.6%

37.8%

30.4%

17.8%

3.7%

10.4%

29.6%

17.8%

2.2%

0.7%

活動に関わる必要な情報提供

成果の発表の場の提供や情報発信に関する支援

他団体とのネットワーク化

活動資金の支援

活動の担い手となる人材の育成

若者世代の活動参加

市民が気軽に活動へ参加できる仕組み

活動に関わる相談窓口の設置

地域活動（交流）拠点の確保

専門知識習得のための研修・講演会等の機会の充実

特になし

その他

無回答
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大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

地域のこと （２）地域の問題点や課題について 

・地域の課題は「防災対策に不安」が最も多くなりました。市民アンケート同様に、自然災害が多発し

ていることから、防災意識が高まっています。 

 

 

問１３ 地域の課題 

 

  

13.3%

13.3%

17.8%

5.9%

5.2%

26.7%

26.7%

13.3%

12.6%

20.0%

4.4%

25.9%

17.8%

3.0%

31.9%

17.8%

19.3%

3.7%

3.7%

あいさつをしない人が多い

緊急時の対応体制がわからない

交通マナーの乱れ

地域での子どもの見守りがなされていない

子どもや高齢者、障がい者に対する

虐待を見たり聞いたりする

隣近所との交流が少ない

世代間の交流が少ない

地域の活動が不活発である

地域の中で気軽に集まれる場が少ない

障がいのある人に対する理解が不足している

健康に対する意識が低い

福祉サービスについて市民に知られていない

高齢者世帯（一人暮らし等）やその他支援が必要

な方がどこにいるかなどの情報が手に入りにくい

児童や認知症高齢者などの虐待が疑われる家庭

があってもどのように対応したらいいかわからない

大規模な風水害や地震時の避難と

安否確認等、防災対策に不安がある

生活に困っている人の把握や支援が不十分

特になし

その他

無回答
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大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

地域のこと （３）地域で力を入れて取り組むべきことについて 

・地域で力を入れて取り組むべきことは、「一人暮らしの高齢者や障がい者に対する災害時の支援」が最

も多く、防災に対する関心が高いことがわかります。次いで「子育て支援施策、「福祉に関する広報活

動」となっています。 

 

問１４ 地域で力を入れて取り組むべきこと 

 

  

33.3%

14.8%

37.0%

7.4%

32.6%

29.6%

36.3%

20.7%

28.1%

22.2%

6.7%

20.0%

9.6%

5.9%

3.0%

福祉に関する広報活動

福祉の相談窓口などの整備

一人暮らしの高齢者や障がい者に

対する災害時の支援体制の整備

急病でも対応できる医療体制の整備

高齢者が安心して暮らせる支援施策

障がい者が安心して暮らせる支援施策

子育てが安心してできる子育て支援施策

地域資源の活用

（人的資源・公共施設・民間施設の活用）

若者や高齢者などが気軽に

参加できる仕組みづくり

地域コミュニティの醸成

世帯の複合的な課題や既存の制度では

対応できない課題への相談窓口の整備

生活に困っている人への支援施策

特になし

その他

無回答
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大村市の現状と課題 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

その他 ご意見をお聞かせください（自由記載） 抜粋 

（ ）内は回答者が属する組織の形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ひとり親家庭の生活の安定、収入等の取り組み

として、資格取得等の支援をお願いしたい。ま

た、一人暮らしの高齢者を地域として支え合う

環境を整えてほしい。 

（社会福祉法人） 

町内会は隣り近所に住む人たちで自主的に運営

されている最も身近な住民自治組織ですが、助

け合い、助けられ合いが十分ではないと思いま

す。 

（協議会、連合会等） 

町内会長、民生委員・児童委員等の役員のなり

手不足、メンバーの高齢化で新加入者が増えな

いと続けていくことが困難。 

（協議会、連合会等） 

市の取組が市民に伝わっていないのを感じるの

で、積極的に情報を発信し、福祉・障がい等に

ついて意識、関心を持たせるようにしてほし

い。 

（協議会、連合会等） 

福祉関係の手続きが複数個所で出来るようにな

れば助かる。当施設利用者で一般就労している

方が仕事の合間を使ってプラットおおむらまで

行くのは時間的にも難しい。 

（ＮＰＯ法人） 

ボランティア団体として活動しており、年 2 回

行政の催しの中で展示を行うが、未だに知名度

は低いです。発表の機会があれば活動への育成

につながるのではと思います。 

（ボランティア団体） 

地域福祉に携わって 1 年になるが、地域でこう

した活動があることを知らなかった。携わる者

しか知らず、一般的に知っている人が少ないの

で、広報活動が必要だと思います。 

（ボランティア団体） 

孤立する人たちを減らすには、もっと市の広報

などで、周知していくことが必要だと思いま

す。障がいがある人もない人も困っている人は

孤立しがちです。これからもお節介を続けたい

と思う。       （ボランティア団体） 
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５ 大村市の地域福祉を取り巻く課題 

本市の現状や第 1期計画の取組内容、各アンケート調査結果を踏まえて、本市の地域福祉を取

り巻く課題を、第 1期計画に定めた基本目標を基に整理しました。 

 

基本目標Ⅰ 人と人とのふれあいを大切にする心をはぐくもう 

■支え合いの意識の向上が必要です 

■地域活動の担い手の確保が必要です 

 

本市は、県内他市町からの転入者の増加等を背景に人口増加を続けていますが、少子高齢化は

進行し、社人研の人口推計によると将来的には人口減少へ転じると予測されています。 

また、高齢者世帯やひとり親世帯、単身世帯が増加しており、そうした世帯が町内会等の地域

活動に参加しないことで地域とのつながりが無くなり、地域から孤立することが懸念されます。 

市民アンケートの結果では、隣近所との付き合いの程度が適度な距離を置く傾向にあり、特に

20 代、30代で近所との付き合いが希薄化していることがわかりました。 

同じく市民アンケートの結果で、地域の課題として「地域住民で助け合える関係がない」が挙

げられており、隣近所との付き合いの希薄化がこうした課題につながっていると考えられます。 

団体アンケートでは、3割を超える団体で「活動人数が減少している」と回答がありました。 

活動上の課題でも、「メンバーの高齢化」や「新しいメンバーの加入が進まない」が多く、活

動の担い手が不足している状況にあります。 

 

基本目標Ⅱ 一人一人の困りごとをきちんと解決につなげよう 

■複雑化する課題を抱えた家庭への対応が必要です 

 

「8050問題」や「ダブルケア問題」に象徴されるように、複合的な問題を抱えた世帯が全国

的に顕在化しています。 

社協や民生委員・児童委員などが相談窓口としての機能を有し、見守り活動や困った方への相

談・支援を行っていますが、市民アンケートの結果では相談相手としてあまり認知されていませ

んでした。 

一方で、市民ニーズとして専門相談窓口の充実が求められているため、社協や民生委員・児童

委員の周知や、複合的な問題に対する相談支援体制の充実を図る必要があります。 

また、団体アンケートにおいて、「福祉サービスの対象とならないが気になる人がいる」と回

答した団体が 2割を超えました。「引きこもり」や「8050問題」などの問題を抱えた世帯を支援

につなげるために、各団体等との連携強化、ネットワーク構築が重要です。  
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基本目標Ⅲ 安全安心でいきいきとした暮らしをつくろう 

■自然災害への備えが必要です 

 

近年全国各地で自然災害が多発する中、災害に備えた地域づくりはこれまで以上に重要であ

り、優先して取り組む必要があります。 

市民アンケートによると、これからの地域生活で大切だと思うことでは、「災害時などに住民

同士で助け合える関係づくり」が最も多く、防災に対する意識の高まりが感じられます。 

また、団体アンケートにおいても、地域で力を入れて取り組むべきこととして「高齢者や障が

い者に対する災害時の支援体制整備」が最も多く、災害に対する備えが重要視されています。 

災害発生時は、自分の身は自分で守る「自助」が前提であるとともに、避難支援は「共助・互

助」によって行われます。市や社協、地域の各団体等の連携により「共助・互助」が作用する仕

組みづくりが求められます。 

 

■高齢者、障がい者、子育て世帯を地域で支え合う体制づくりが必要です 

 

市民アンケートの結果では、身の回りの環境の満足度において「高齢者がいきいき暮らせる環

境」、「障がい者が安心して暮らせる環境」、「子育てに関する環境」が前回調査よりも満足度が低

下していました。 

団体アンケートの結果では、地域で力を入れて取り組むべきこととして「高齢者に対する支援

施策」「障がい者に対する支援施策」「子育て支援施策」が求められていました。 

高齢者分野では、高齢者の増加に伴い要介護者も増加を続けています。社人研の推計では

2040 年には本市でも 3人に 1人が 65歳以上になると推計されており、誰もがいつまでもいきい

きとした生活を送るためには、運動や食を通じた「からだの健康づくり」や、生きがいを持つこ

とによる「こころの健康づくり」が必要です。 

障がい分野では、障がい者の自立支援の充実と障がい者の社会参加の促進を図り、障がい者が

暮らしやすいまちづくりを推進しています。また、障がいのある人もない人も共に支え合う意識

づくりや、差別や偏見がない地域づくりを進める必要があります。 

子ども分野では、ライフスタイルの変化による就労形態の多様化や、ひとり親家庭の増加、子

ども会加入率の低下など、子どもや子育て世帯を取り巻く環境も変化をしています。 

住んでいる地域の中で安心して子育てができる環境づくり、地域で子どもを見守り育てる意識

づくりがこれからの地域で必要です。 
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第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

第３章 第２期計画の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

第 2期おおむら支え合いプランでは、第 1期計画の基本理念を引き継ぎ、以下の基本理念を掲

げます。 

 

家族構成や働き方、ライフスタイルの変化・多様化などにより、地域住民同士の付き合いが変

化し、最近では「向こう三軒両どなり」という言葉がほとんど使われなくなりました。隣近所の

人に会ってもあいさつをしない、顔すら知らないという状況も少なくありません。 

しかし、日常の困りごとや一人の力ではどうすることもできない自然災害が発生した際などに

は、地域の支え合いや助け合いが必要となります。 

誰もが住み慣れた地域で、いきいきと安心して暮らすには、行政サービスや福祉サービスだけ

ではなく、「向こう三軒両どなり」を中心とした身近な人への“あいさつ”や“ふれあい”を通

じて、日ごろから声を掛けあえる関係づくりが必要です。 

第 2期おおむら支え合いプランでは、第 1期計画と同じく「向こう三軒両どなり」を地域福祉

のキーワードとすることで、市民一人ひとりがつながりや支え合いの意識を持ち、市民、行政、

社協、福祉団体等の協働により地域福祉の増進を図り、地域共生社会の実現を目指します。 

 

  

向こう三軒両どなり 

みんなつながり支え合い 

いきいき安心 おおむらづくり 
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第３章 

第 2期おおむら支え合いプランの

基本的な考え方 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

２ 基本目標と基本施策 

第 2期おおむら支え合いプランでは、基本理念に基づき地域福祉を推進するため、3つの基本

目標とそれを達成するために必要な 12の基本施策を定めます。 

 

 
  

基本目標Ⅰ

ふれあいを大切にする

地域づくり

基本目標Ⅲ

丸ごと受け止め解決に

つなげる体制づくり

基本目標Ⅱ

誰もが安心して暮らせる

地域づくり

基本施策１ 地域福祉の意識を広げる環境づくり

基本施策３ 地域福祉の担い手の確保・育成

基本施策２ 声を掛け・見守る地域づくりの推進

基本施策４ 地域活動の充実

基本施策９ 相談支援体制の充実

基本施策１０ 福祉サービスの適正な利用の確保

基本施策１１ 生活困窮者自立支援対策の推進

基本施策１２ 権利擁護の推進（成年後見制度利用促進計画）

基本施策６ 地域の防犯・安全体制づくりの推進

基本施策５ 地域の防災体制づくりの推進

基本施策７ 地域における健康づくりの推進

基本施策８ いきいきとした地域づくりの推進
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第３章 

第 2期おおむら支え合いプランの

基本的な考え方 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

３ 計画の期間 

第 2期おおむら支え合いプランの計画期間は令和 3年度から令和 12 年度の 10年間とします。 

また、社会情勢等の変化に対応するため、必要に応じ 5年を目途に計画の見直しを行います。 

 

※成年後見制度利用促進基本計画は第 2 期おおむら支え合いプランに包含して策定 

  

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

(2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030)

健康おおむら２１計画

　　　　大村市高齢者保健福祉計画
　　　　大村市介護保険事業計画

おおむら子ども・子育て
支援プラン

　　　　大村市障害者基本計画
　　　　大村市障害福祉計画
　　　　大村市障害児福祉計画

　　　　おおむら支え合いプラン
　　・地域福祉計画　・地域福祉活動計画
　　・成年後見制度利用促進基本計画※

年度　
　計画名

大村市総合計画

第2期 おおむら支え合いプラン

第8期計画

第３次障害者基本計画

第６期障害福祉計画

第２期障害児福祉計画

中間見直し（予定）

第１期

計画

（H27～）

第7期計画

（H30～）

第２次計画

第５期計画

第１期計画
（Ｈ３０～）

第5次総合計画 基本構想

（H28～）

第5次基本計画

（前期：H28～）
第5次基本計画（後期）

第1期計画

（H23～）

上

位

計

画

福

祉

関

連

計

画

第２次計画

（H23～）

第2期計画
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第３章 

第 2期おおむら支え合いプランの

基本的な考え方 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

４ 地域福祉を推進するための圏域の考え方 

地域福祉を推進するためには、高齢者や障がい者、子育て支援といった分野ごとのさまざまな

取組を住民に身近な地域エリア（＝圏域）で展開し進める必要があります。 

さらに複雑化、複合化する問題に対応するためには、公的なサービスだけではなく、町内会や

民生委員・児童委員、ボランティア団体、NPO法人など地域で活動する各団体が協力・連携する

ことで解決する力が高まります。 

また、住民に身近な圏域に地域福祉活動の基盤があることで、地域住民の意欲や能力を活かす

ことができ、地域が持つ支え合いの力の強化にもつながります。 

このため、最も身近な生活の場である隣近所や町内会を最小圏域として、広域的な対応が必要

であれば小学校区や中学校区で活動している諸団体と連携し、さらに広域的な対応が必要であれ

ば市内 8地区や市全域で連携するなど、一人ひとりのニーズに応じ、それぞれの圏域で展開する

公的サービス、各団体との有機的な連携により、地域福祉の取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉の圏域イメージ  

町内会

校区

市内８地区

大村市全域

隣近所

町内会

校区

市内８地区

大村市全域

隣近所
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第３章 

第 2期おおむら支え合いプランの

基本的な考え方 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

５ 計画の評価及び推進体制 

令和元年度から令和 2年度にかけて、大村市地域福祉計画推進委員会から計画に関する提言、

助言をいただきながら、本市が目指す地域福祉に関する方向性等について協議を重ね、第 2期お

おむら支え合いプランを策定しました。 

第 2期計画策定後においては、大村市地域福祉計画推進委員会において計画の取組状況の評価

を行い、ＰＤＣＡサイクルを踏まえて、計画に定めた施策を推進していきます。 

また、評価結果等をホームページで公表し、計画の推進を図ります。 
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第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

第４章 地域福祉を推進するための取組 

 

基本目標Ⅰ ふれあいを大切にする地域づくり 

 

 

市民一人ひとりが地域福祉に関心を持ち、隣近所でつながり、支え合う関係をつくるため、地

域福祉の意識を広げ、誰も孤立しない地域づくりに取り組みます。 

今後、高齢化の進行に伴い、地域の機能低下が懸念されます。地域で活動する組織の活性化

が、支え合いや助け合いに必要となるため、地域福祉の担い手の確保・育成、活動への支援等を

進めます。 

 

 

 

 

  

【目標指標】地域との交流やつながりがあると感じる人の割合

令和元年度（現状）

４６．３％

令和７年度（中間年度）

４９．９％

令和１２年度（最終年度）

５３．２％

◆目標達成のための基本施策

基本施策１ 地域福祉の意識を広げる環境づくり

基本施策３ 地域福祉の担い手の確保・育成

基本施策２ 声を掛け・見守る地域づくりの推進

基本施策４ 地域活動の充実
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策１ 地域福祉の意識を広げる環境づくり 

誰もが安心して地域で暮らしていくためには、住民同士が日頃からあいさつや世間話、ちょっ

としたお手伝いなどをとおして、お互いを理解し支え合う関係を築いていくことが重要です。 

住民一人ひとりが「支え合い」の意識を持ち、地域福祉に取り組む環境を作るために、広報お

おむら等を活用した啓発活動や子どもの頃からの福祉教育の推進、分野を超えてふれあう機会づ

くりなどの取組を進めます。 

 

①啓発・広報活動の推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

広報おおむらを活用した福祉の広

報活動 

広報おおむらへ福祉に関する記事を掲載し、意識

の啓発を行います。 
関係課 

インターネットを活用した福祉の広

報活動 

ＳＮＳやスマートフォンアプリなどを活用し、福祉に

関する広報活動を行います。 
関係課 

○○週間等の周知 

障害者週間や世界アルツハイマーデーなどの福

祉関係の啓発期間に併せて、広報おおむらへの

特集記事掲載や大村公園等のライトアップによる

啓発活動を行います。 

関係課 

障がい者福祉関連イベントによる

啓発 

様々なテーマで障がいに関する研修会などを開

催し、障がいのあるなしに関わらず幅広い住民に

対し、障がいについての啓発を行います。 

障がい福祉課 

 

おおむら支え合いプランの周知 

広報おおむらやホームページへの掲載、公共施

設への閲覧用冊子の設置など、おおむら支え合

いプランの周知を図ります。 

福祉総務課 

社協だより等を活用した啓発活動 
社協が作成する広報紙等を活用し、啓発活動を

行います。 
社会福祉協議会 

 

  

新規 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

②福祉教育の推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

障がい者団体と小学生の交流学

習 

小学校や特別支援学校で、障がい者と児童による

「花植え交流会」を実施し、ふれあいの場を作りま

す。 

障がい福祉課 

子育て支援センター活動事業 
地域子育て支援センターにおいて、子育てに関す

る講座の企画及び開催を行います。 
こども政策課 

学校等における福祉教育 

市内の学校等に出向き、車いす体験や高齢者疑

似体験学習、福祉講話等の福祉学習を行いま

す。 

社会福祉協議会 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

障がい者団体と小学生の交流学習 

 

毎年、身体障害者団体連合会主催で、市内の小学校や

特別支援学校に出向き、障がい者と児童による「花植

え交流会」を実施しています。 

 

学校等における福祉教育 

 

小中学校の児童生徒を対象に、社会福祉協議会の見学

や車いす体験、高齢者疑似体験学習等を行っていま

す。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

③分野を越えてふれあう機会の取組 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

複合的な福祉関連イベントの実施 
健康・福祉まつりなどにおいて、福祉の関係団体

等と連携し複合的なイベントを行います。 
国保けんこう課 

農福連携マルシェの実施 

農業と福祉のコラボイベント「農福連携マルシェ」を

実施し、障がい者にとっての職域拡大や働くことに

よる収入増、農業の担い手不足解消につなげま

す。 

障がい福祉課 

農林水産振興課 

 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

複合的な福祉関連イベントの実施 

 

年 1 回、健康・福祉に関係する様々な団体等が集まる

「健康・福祉まつり」を開催し、健康・福祉に関する

講演や展示、健康チェック、体験コーナー等を実施し

ています。 

 

農福連携マルシェの実施 

 

農福連携の認知度を高め、障がい者の農業分野におけ

る就労に対する理解を深めるとともに、農産物等の販

路拡大及び障がい者の工賃向上を図るため、福祉事業

所で生産、加工した農産物を中心に、食品、縫製品、

日曜雑貨等を販売しています。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策２ 声を掛け・見守る地域づくりの推進 

近年の社会問題として育児放棄や、幼児、高齢者、障がい者に対する虐待、高齢者の孤立死・

孤独死、8050 問題、ダブルケア問題など、行政だけでは発見が難しいケースが浮かび上がって

きています。 

本市においては、ごみのふれあい収集事業や高齢者等の見守りに関する連携協定の締結、赤ち

ゃん訪問事業などの見守り活動を実施しています。今後もこうした取組を継続し、見守り体制を

強化していきます。 

また、地域の中で困っている人が孤立しないように、住民同士で日常的に声かけや見守りを行

うことも重要です。今後は、そうした意識が芽生えるような啓発活動も重要な見守り支援の一つ

と考えています。 

 

①子ども・高齢者・障がい者への見守りと支援 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

赤ちゃん訪問事業 

全ての誕生児の家庭を生後４か月までに訪問し、

適切な保健指導や子育ての情報提供を行いま

す。 

こども家庭課 

認知症高齢者見守り事業 

高齢者等見守りネットワーク協議会を開催し、高齢

者等の見守り支援を行うためのネットワーク構築を

図ります。また、認知症による徘徊行動のある高齢

者向けにＧＰＳの貸与を行います。 

長寿介護課 

（地域包括支援センター） 

食の自立支援事業 

高齢者に対し、管理栄養士が訪問や電話などによ

り食事指導、食の情報提供などを行います。また、

民間の配給サービスの活用等により見守りにつな

げます。 

長寿介護課 

（地域包括支援センター） 

認知症サポーター養成講座 
認知症を理解し、支援する人を地域に増やすた

め、認知症サポーター養成講座を開催します。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

取組又は事業 概要 担当部署等 

ごみのふれあい収集事業 

家庭ごみを集積所まで運ぶことが困難な高齢者や

障がいがある方などを対象に、玄関先などでごみ

収集を行い、希望者には収集時に見守り活動とし

て声掛けをします。 

環境センター 

障害者自立支援協議会における

障がい者の地域生活支援 

障害者自立支援協議会各部会において、障がい

者の地域生活の支援に必要な体制づくりを行いま

す。 

社会福祉協議会 

 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

認知症高齢者見守り事業 

 
大村市高齢者等見守りネットワーク協議会において、高

齢者などの見守りに関する対応手順を示したフロー図と

携帯用のカードを作成しました。 

 

 

ごみのふれあい収集事業 

 
高齢者や障がいのある方などを対象に、玄関先などでご

み収集を行い、希望者には収集時に見守り活動として声

掛けをします。不測の事態が発生したときは、必要な措

置を講じた上で緊急連絡先へ通報します。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策３ 地域福祉の担い手の確保・育成 

高齢化の進行や核家族化、単身世帯の増加、共働き世帯の増加などを背景に、人と人とのつな

がりの希薄化が進み、地域で活動する組織等においても加入者が減少し、担い手不足が深刻化し

てきています。 

将来的に人口減少が予測される中で、これまでどおり地域で安心して暮らすには地域活動組織

の存在は必要不可欠です。 

市民アンケートの結果では、活動への参加意欲は低くはなく、誰もが無関心というわけではあ

りません。そうした方たちにちょっとしたきっかけをつくり、活動の担い手となるような取組を

進めていきます。 

また、研修会やセミナー等による地域活動の人材の育成や、功労者に対しての表彰制度の周知

などを行い、活動の意欲増進を図ります。 

 

①新たな担い手の掘り起こし 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

広報媒体を活用した情報発信 

広報おおむらやホームページ、ＳＮＳ等の広報媒

体を活用して、地域の様々な交流イベントを紹介

し、地域への関心を高めて誰でも気軽に参加でき

る雰囲気づくりを行います。 

広報戦略課 

ボランティア団体の活動紹介 

大村市ボランティアセンターが作成する広報紙「あ

いわーく通信」でボランティア団体の紹介を行いま

す。 

社会福祉協議会 

 

 

  

大村市ボランティアセンター 

マスコットキャラクター へるぷん 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

②地域活動を担う人材の育成 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

市民向けセミナーの開催 

市民向けに地域福祉関係のセミナーや講演会を

開催し、地域活動を担う人材の育成に取り組みま

す。 

社会福祉協議会 

ボランティア育成講座の開催 

ボランティアセンターが主体となってボランティア

育成講座を開催し、ボランティア意識の啓発や活

動意欲を高めます。 

社会福祉協議会 

社会福祉大会の開催 

隔年で社会福祉大会を開催し、社会福祉事業に

功績のあった個人や団体の表彰や地域福祉に関

する講演会等を行い、地域福祉の推進を図りま

す。 

社会福祉協議会 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

ボランティア育成講座の開催 

 

ボランティアセンターが主体となり、高校生向けのサマ

ーボランティア養成講座など、様々なボランティア講座

を開催しています。 

 

 

社会福祉大会の開催 

 

社会福祉大会は、社会福祉協議会が主体となって隔年で

開催し、社会福祉事業に功績のあった個人や団体の表彰

や地域福祉に関する講演会等を行っています。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策４ 地域活動の充実 

地域には、町内会、子ども会、老人クラブなど、年代や目的に応じた組織が存在しています

が、住民の価値観の変化などにより、多くの組織で加入率が低下し、団体数も減少が続いていま

す。 

目的別に結成されたボランティア団体やＮＰＯ法人も活動人数が減少している団体が多く、地

域福祉を担う団体が弱体化している傾向にあります。 

今後も、地域で活動する団体に対する支援や活動拠点づくりなどにより団体の活動の充実を図

り、地域の課題解決につながるような取組を進めます。 

 

①各団体等への活動に対する支援 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

地域活動組織の加入促進 
町内会、子ども会、老人クラブといった地域の核と

なる組織の加入促進を行います。 
関係課 

住民主導型地域活性化事業 

地域住民が自ら考え、自ら行う地域づくりの活動

等に対し、地域げんき交付金やなんでんかんでん

チャレンジ４０助成金を交付します。 

地域げんき課 

ボランティア（活動、団体設立・運

営等）に関するアドバイス、周知・

啓発 

ボランティアやＮＰＯ活動に関する情報の収集や

提供を行うとともに、ボランティア活動をしたい方を

登録し、活動先の調整を行います。 

男女いきいき推進課 
（ボランティアセンター） 

福祉関係団体の連携 

福祉関係団体の円滑な運営のため、総合福祉セ

ンター内にある福祉関係団体との連絡協議会を開

催します。 

社会福祉協議会 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

②身近な地域での地域福祉の推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

市民活動推進協議会の開催 

ボランティア団体、ＮＰＯ、民生委員・児童委員、行

政などの委員で構成する市民活動推進協議会を

開催し、市民活動の恒常的な展開を図ります。 

社会福祉協議会 

小地域ネットワーク台帳の活用 

民生委員児童委員連絡協議会が作成する小地域

ネットワーク台帳の共有により連携を図り、見守り

等の強化を行います。 

社会福祉協議会 

地区活動計画の策定と推進 

地域福祉活動計画推進のため、地区社協会長会

や福祉団体連絡会議を開催し、地区活動計画未

策定地区において、計画の策定を行い地域福祉

の推進に努めます。 

社会福祉協議会 

 

 

 

③地域福祉を推進する拠点づくり 

取組又は事業 概要 担当部署等 

総合福祉センターの利用促進 

総合福祉センターを地域福祉の拠点とするため、

利用団体との懇談会の意見を総合福祉センター

の運営に活かし、さらなる利用促進に努めます。 

社会福祉協議会 

 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 地区活動計画の策定と推進 

 

市内の 6 地区社協のうち、松原地区、福

重地区、鈴田地区の 3 地区で地区活動計

画の策定が完了しています。 

現在は、三城地区の計画策定に取り組ん

でいます。 

拡充 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本目標Ⅱ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 

 

 

全国的に自然災害が多発する中で、防災に対する市民の意識は高まっています。災害から身を

守るために、災害に備えた体制・地域づくりを進めます。 

防犯・安全面においては、地域での防犯・安全体制の整備を進め、安心な地域づくりに取り組

みます。 

また、安心した暮らしを実現するためには、自身の健康を保つことが重要であるため、健康づ

くりや生きがいづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

  

【目標指標】介護予防のための通いの場の数

令和元年度（現状）

２１か所

令和７年度（中間年度）

１００か所

令和１２年度（最終年度）

１００か所以上

◆目標達成のための基本施策

基本施策６ 地域の防犯・安全体制づくりの推進

基本施策５ 地域の防災体制づくりの推進

基本施策７ 地域における健康づくりの推進

基本施策８ いきいきとした地域づくりの推進
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策５ 地域の防災体制づくりの推進 

自然災害に備えるため、防災体制づくりは重要になっています。 

公助である消防、警察、市役所等の役割は大きいですが、行政機関のみの対応には限界があり

ます。このため、地域住民同士で助け合う「自助」「共助・互助」が必要不可欠であり、自主防

災組織の結成や活動に対する支援を行います。 

高齢者や障がい者など、災害時に一人では避難が難しい方への支援として避難行動要支援者名

簿の作成を進め、民生委員・児童委員や町内会等の支援機関と共有することで平時から見守る、

地域の防災体制づくりを進めます。 

また、福祉介護避難所の重要性も増しているため、福祉施設等と市の連携強化を図ります。 

 

①地域の防災体制の整備 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

自主防災組織の結成と訓練の支

援 

地域防災にとって重要な自主防災組織の結成を

呼びかけるとともに、自主防災組織に対する訓練

を支援し、防災に対する意識を高めます。 

安全対策課 

災害情報の発信 

自然災害などから市民の生命、身体及び財産を

守るため、市内全世帯、民間事業所へ防災ラジオ

を無償貸与し、災害情報等の発信を行います。ま

た、Facebook や LINE などのＳＮＳも活用した情報

発信を行います。 

安全対策課 

 

  

取

組

の

様

子 

 

自主防災組織の結成と訓練の支援 

 

自主防災組織の結成・育成を促進します。また地域の要望

に応じた訓練メニューを実施するなど、自主防災組織への

訓練支援を行っています。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

②地域の避難支援体制づくりの推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

避難行動要支援者への支援 

自力での避難が困難で支援が必要と思われる人

を対象に名簿への登録を呼びかけ、災害時に速

やかな避難支援を受けられるよう支援体制を整備

します。 

福祉総務課 

福祉介護避難所の確保 

指定避難所などでの避難生活が困難な、特別な

配慮を要する、避難行動要支援者を受け入れるた

め、福祉施設等と協定を締結し、災害時の２次的

避難所の確保に努めます。 

福祉総務課 

災害後の生活再建に向けた共助

の取組の推進 

大規模災害時における、被災者の早期生活再建

を促進するため、災害ボランティアセンターが円滑

に運営できる体制づくりを行います。 

男女いきいき推進課 

社会福祉協議会 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

災害後の生活再建に向けた共助の取組の推進 

 

令和 2 年 7 月豪雨の際は、災害ボランティアセンターを開設

し、市民生活の早期復旧と支援を行いました。 

開設期間中は、延べ 356 人のボランティアの皆さんに協力いた

だき、16 件の復旧作業を完了しました。 

拡充 

拡充 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策６ 地域の防犯・安全体制づくりの推進 

防犯・安全対策として、これまで防犯灯のＬＥＤ化や新規設置、カーブミラーの設置、防犯パ

トロール（ワンワンパトロール）の実施などに取り組んできました。地域独自で防犯体制を強化

している事例もあり、今後も地域と連携して防犯・安全対策を進めます。 

 

①地域の防犯体制の整備 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

ワンワンパトロール 

通学路等において、犬の散歩をしながら子どもた

ちに愛の声かけを行うボランティア活動「ワンワン

パトロール」を実施し、防犯意識の啓発を行いま

す。 

社会教育課 

（少年センター） 

子ども１１０番の家の設置 

子どもたちが危険に遭遇したりトラブルに巻き込ま

れそうになった際、助けを求めて駆け込むことがで

きるよう、地域の方々に「子ども１１０番の家」への

協力を働きかけます。 

社会教育課 

（少年センター） 

防犯灯の設置 
防犯灯の設置により、地域の防犯活動の支援を行

います。 
安全対策課 

地域安全運動 
小学校や中学校の登下校時間帯に、児童、生徒

に対する防犯啓発活動を行います。 
安全対策課 

 

 

②地域の交通安全の推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

カーブミラー等の設置 

地域の要望に応じて見通しの悪い交差点等にカ

ーブミラー等を設置し、地域の交通安全に寄与し

ます。 

安全対策課 

道路課 

交通安全指導事業 
大村市交通指導員による交通安全推進等の活動

を行い、交通事故防止を図ります。 
安全対策課 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策７ 地域における健康づくりの推進 

高齢化の進行により、要介護者が増加を続けています。生涯にわたり充実した生活を送るため

には、住民一人ひとりが健康であり続けることが必要です。今後も、健康教室の開催や食育の推

進など健康づくりを継続し、健康寿命の延伸を図ります。 

 

 

①地域における健康づくりの推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

健康教室の開催 

地域住民の健康の増進を図るため、医師、保健

師、管理栄養士、健康運動指導士などによる健康

教室を開催します。 

国保けんこう課 

健康づくり推進員活動 

ウォーキングや健康体操などを通じて地域住民の

健康づくりを支援する「健康づくり推進員」の養成

及び活動の支援、周知を行い、住民の健康づくり

に取り組みます。 

国保けんこう課 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

健康づくり推進員活動 

 

健康づくり推進員とは、運動を中心とした市民の健康づ

くりボランティアで、地域の皆さんが参加しやすいよう

に公民館や出張所などを利用し、定期的にウォーキング

や健康体操など様々な活動を行っています。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

②地域における食育の推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

食生活改善推進員活動 

食に関する活動を通じて地域住民の健康づくりを

支援する「食生活改善推進員」の養成及び活動の

支援、周知を行い、住民の健康づくりに取り組みま

す。 

国保けんこう課 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

食生活改善推進員活動 

 

食生活改善推進員は、自ら「栄養・運動・休養」のバランス

のとれた生活を、実践した上で、家族、お隣さん、お向かい

さん、友だち、地域の皆さんなどへ広げる活動をしています。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策８ いきいきとした地域づくりの推進 

年齢や障がいの有無に関わらず、誰もがいつまでも住み慣れた地域で自分らしい暮らしを生涯

にわたって続けるためには、生きがいを持った生活や社会参加の機会の創出、地域包括ケアシス

テムの推進などに取り組む必要があります。 

退職後の高齢者が新たな趣味を持ったり、講座やサークルへの参加をきっかけに生きがいを持

つことは、健康づくりや介護予防につながります。 

障がいのある人に社会参加を促し、地域社会との関わりを持つための支援を行うことで、ノー

マライゼーションの推進につながります。 

また、子どもたちがのびのびとすこやかに育つ地域づくり、親と子がいきいきと暮らせる地域

づくりを推進します。 

 

①地域包括ケアシステムの推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

包括的・継続的ケアマネジメント事

業 

主任ケアマネージャーが、事業所のケアマネージ

ャー等に対し制度等に関する情報提供、支援困

難事例への助言指導、医療機関を含めた関係機

関との連携体制の支援を行います。また、介護保

険サービス以外の地域における様々な社会資源

を活用できるよう、地域の連携・協力体制を整備し

ます。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

在宅医療・介護連携推進事業 

医療・介護関係職の多職種連携の推進や２４時間

コールセンター、救急医療情報キット、在宅医療

等に関する普及啓発を行います。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

②高齢者の生きがいづくり 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

介護予防のための通いの場の整

備 

地域に既存する趣味の会やサークル活動などを

把握し、介護予防の視点を持った活動を加えても

らうことで、新たな通いの場を創出するとともに、住

民主体の活動が継続できるような支援体制を整え

ることで、高齢者の健康づくりと生きがいづくりにつ

なげます。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

熟年大学校事業 

コミュニティセンターやふれあい館等を利用して、

趣味的なものから教養講座まで、幅広い内容の講

座を開催し、高齢者の生きがい・学習意欲を高め

ます。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

人生ノートの書き方講座 

これまでの人生を振り返りこれからの人生を考える

ことで、人生をより豊かなものにするためのツール

「人生ノート」の書き方講座を開催します。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

老人クラブ活動促進 
老人クラブが実施するレクリエーションや地域との

交流活動などを支援します。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

シルバー人材センター事業 

高齢者の能力の積極的な活用や就業機会の確保

など、高齢者の活躍の場を創出するため、シルバ

ー人材センターによる人材育成や情報発信のほ

か、新たな就業分野の開拓などを積極的に促進し

ます。 

商工振興課 

 

  

取

組

の

様

子 

 

人生ノートの書き方講座 

 

「大村市版人生ノート」は、財産分与など死後の整理の

ことが主目的ではなく、介護予防に重点を置きながら、

これからの人生をより豊かにするために作成するもの

です。人生ノート作成委員の先生から書き方を教わる講

座を開催しています。 

拡充 

拡充 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

③障がい者の社会参加 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

同行援護、移動支援事業 
外出又は外出先での移動が困難な障がい者に対

しヘルパーの同行により移動支援を行います。 
障がい福祉課 

意思疎通支援事業 

聴覚障がい者などで意思疎通が困難な方に対し

て手話通訳相談員、手話奉仕員、要約筆記者等

を派遣し、コミュニケーションの支援を行います。ま

た、視覚障がい者に対する市の情報発信として、

声の広報（ＣＤ）を作成し、希望者へ発送します。 

障がい福祉課 

障がい者雇用促進 

特別支援学校の生徒や保護者に対して、障がい

福祉サービス事業所の各々のサービスを紹介し、

進路の参考となる場の提供を行います。 

障がい福祉課 

オレンジクローバー販売会の開催 

大村市障がい者施設ネットワーク協議会の地域商

品ブランドである「オレンジクローバー」の販売会を

市役所等で開催し、障がい者の自立と社会参加

促進、工賃の向上を図ります。 

障がい福祉課 

 

 

  

取

組

の

様

子 

 

オレンジクローバー販売会の開催 

 

市役所１階ロビーで、毎月オレンジクローバー販売会を開

催しており、どなたでも購入できます。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

④子どもをすこやかに育てる地域づくり 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

放課後子ども教室の開催 

三浦野性の森などの野外体験学習や松原宿寺子

屋塾、平日、放課後における学校の余裕教室を利

用した放課後子ども教室を開催し、子どもたちの

地域とのふれあい活動や居場所づくりを行いま

す。 

社会教育課 

子ども大会等の開催 

子ども会の活性化や会同士の連携を深めるため、

子ども大会や水ロケット大会、壁画コンクール等を

開催します。また、子ども会の組織及び加入率の

減少対策にも取り組みます。 

社会教育課 

子育てつどいの開催 

市内各所の子育て支援センターにおいて、子育て

支援を行います。子育て中の親子が気軽に集い、

親子の交流や保育相談、地域の子育て関連情報

の提供などを行います。 

こども政策課 

市立幼稚園・認定こども園におけ

る地域交流の推進 

市立幼稚園・認定こども園で、未就園児の遊び

場、園児との交流や親同士の交流の場として開放

するとともに、地域の子育て世帯を対象とした育児

相談を実施します。 

こども政策課 

シルバーパワー子育て支援活用

事業 

シルバー人材センターに委託し、市立幼稚園にお

いて昔遊びや伝統行事を行い、多世代がふれあう

機会を創出します。 

こども政策課 

 

  

取

組

の

様

子 

 

放課後子ども教室の開催 

 

三浦野性の森放課後子ども教室では、ボーイスカウト経験者

が指導者となり、キャンプや田植え・稲刈り、みかん狩り、餅

つきなど、様々な野外体験学習を行っています。 

 

子ども大会等の開催 

 

子ども大会、水ロケット大会、壁画コンクールなどを開催し、

地域に根差した特色ある子ども会活動及び指導者の育成に取

り組んでいます。 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本目標Ⅲ 丸ごと受け止め解決につなげる体制づくり 

 

 

地域共生社会の実現を目指すには、専門分野を超えた包括的な支援体制づくりが必要になりま

す。「複雑化」、「複合化」している地域生活課題に対応するため、相談支援体制の充実を図ると

ともに、福祉サービスの適正な利用の確保に努めます。 

また、さまざまな理由で経済的に困難な状況にある生活困窮者に対し、自立した生活を送るこ

とができるように支援を行います。 

高齢者や障がい者等の権利が擁護されるよう、成年後見制度の周知や利用促進などに取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

  

【目標指標】 生活困窮者自立相談支援を受け就労した方の数

令和元年度（現状）

３４人

令和７年度（中間年度）

４６人

令和１２年度（最終年度）

５６人

◆目標達成のための基本施策

基本施策９ 相談支援体制の充実

基本施策１０ 福祉サービスの適正な利用の確保

基本施策１１ 生活困窮者自立支援対策の推進

基本施策１２ 権利擁護の推進（成年後見制度利用促進計画）
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策９ 相談支援体制の充実 

住民が抱える課題などは様々であり、相談したくても相談する場所が分からなかったり、課題

を抱えた人に周囲の人が気づかないケースも出てきています。 

そうした方の課題がさらに深刻化することがないように、身近な相談窓口の整備や相談窓口の

連携など相談体制の充実に取り組みます。 

 

①地域における身近な相談体制の整備 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

相談窓口の充実 

市役所各課や社会福祉協議会の相談体制の充

実を図り、関係機関も含めた連携強化に努めま

す。 

関係課 

社会福祉協議会 

市民向けガイドブック等を活用した

相談窓口の周知 

市民便利帳や福祉のしおり、子育てガイドブック等

を活用し相談窓口の周知を図ります。 
関係課 

子育て支援センターによる相談の

場 

こども未来館や市内の保育施設を子育ての拠点と

位置づけ、子育ての悩みや不安を相談できる場を

提供します。 

こども政策課 

民生委員・児童委員への活動支援

と周知 

住民の身近な相談相手である民生委員・児童委

員に対し活動する上で必要な研修機会の充実を

図るなど、活動しやすい環境づくりを支援します。

また、活動内容などを広報おおむら等で周知し、

民生委員・児童委員の認知度向上に努めます。 

福祉総務課 

社会福祉協議会の事業の周知 

ホームページや広報紙等を活用し、社会福祉協

議会が取り組んでいる事業等を紹介し、支援が必

要な人に情報が届くように努めます。 

社会福祉協議会 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策１０ 福祉サービスの適正な利用の確保 

福祉サービスは、様々な事業者が多種多様なサービスを行っており、利用者自身がどの福祉サ

ービスを利用するか選択する必要があります。利用者がよりよいサービスを選択するには、客観

的な評価を基にした情報が必要であり、事業者にとっても評価を受けることでサービスの質の向

上につなげることができます。 

今後も第三者評価制度の活用を推進し、住民が事業の内容を把握し、適切にサービスを利用で

きるように取組を進めます。 

 

①サービス評価体制の整備 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

第三者評価制度の促進 

福祉サービス事業者が提供しているサービスの質

を、公正・中立な立場の第３者機関が専門的かつ

客観的に評価する「第三者評価制度」を事業者へ

周知します。 

関係課 

社会福祉協議会 

福祉サービスの情報の提供 

ホームページや広報紙等を活用し、様々な福祉サ

ービスの仕組みや、利用方法等について、住民や

地域団体などに分かりやすく情報提供します。視

覚や聴覚に障害のある方に対して正しく情報を伝

えられるよう、ウェブアクセシビリティに配慮したホ

ームページの作成に努めます。 

関係課 

社会福祉協議会 

 

②サービスの利用援助 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

日常生活自立支援事業 

判断能力が不十分な、高齢者や障がい者等であ

って、日常生活を営むのに必要なサービスを適切

に利用することが本人のみでは困難な方に対し、

「専門員」「生活支援員」が福祉サービスの利用や

日常生活上の金銭管理の支援を行います。 

社会福祉協議会 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策１１ 生活困窮者自立支援対策の推進 

生活困窮者に対する支援として、相談窓口を設置し、自立への支援を行っています。今後も窓

口の周知と支援の充実を図ります。 

 

①情報提供・相談窓口の充実 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

生活困窮者自立支援対策制度の

周知 

ホームページの掲載や窓口等へのチラシの設置、

民生委員・児童委員から該当者へチラシの手渡し

を行うなど、制度の周知を図ります。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

支援ネットワークの構築 
庁内関係各課や支援団体等と連携を図り、適切に

相談窓口につながる仕組みづくりを行います。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

 

②生活困窮者への支援の充実 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

家計相談支援事業 

対象者の状況に応じ、家計支援計画を作成し、同

計画に基づき支援を行います。なお、支援を行う

に当たり、生活困窮者の自立支援計画を作成機

関と十分に調整を行い、支援の方法や方向性等

を適宜共有し、連携を図ります。 

福祉総務課 

子どもの学習支援事業 

生活困窮世帯の児童生徒等に対し、学習習慣や

規則正しい生活習慣を確立するため、学習支援

や日常生活の悩み、進学についての助言を行い

ます。 

福祉総務課 

就労準備支援事業 

単に就労に必要な実践的な知識・技能等が欠け

ているだけではなく、生活リズムが崩れている、社

会との関わりに不安を抱えている、就労意欲が低

下している等の複合的な理由により直ちに就労す

ることが困難な方を対象に、段階的な支援を行い

ます。一般就労に従事する準備としての基礎能力

の形成を、計画的かつ一貫して支援します。 

福祉総務課 

社会福祉協議会 

  

新規 

新規 
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第４章 

地域福祉を推進するための取組 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

 

基本施策１２ 権利擁護の推進（成年後見制度利用促進計画） 

 

判断能力が不十分な高齢者等の権利が擁護されるよう、成年後見制度の普及啓発や制度の利用

促進に向けた取組を推進します。 

また、高齢者、障がい者、子どもの虐待への対応、消費者被害の防止、日常生活自立支援の推

進、要保護児童への支援、その他困難な事例への対応など、権利擁護に向けた取組を行います。 

 

①成年後見制度の利用促進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

成年後見制度利用促進事業 

認知症高齢者などの増加により、成年後見制度利

用の必要性が高まっており、広報おおむらやホー

ムページの活用、講座の開催などにより成年後見

制度や相談窓口を広く周知するとともに、社会福

祉士等を配置するなど相談体制を整備し、適切に

必要な支援につなげる地域連携ネットワークの構

築を進めるため、関係機関と連携を図ります。 

また、成年後見制度利用促進協議会において、利

用促進方法等の検討を継続し、地域連携ネットワ

ークの中心的な役割を担う中核機関の整備・運営

についても関係機関と協議し、早期開設に努めま

す。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

 

障がい福祉課 

成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用が必要であるにもかかわら

ず、本人や親族が申立てを行うのが難しい場合な

どに市長申立を行うほか、経済的な理由により制

度の利用が困難な方に対し、申立て費用等を支

援します。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

 

障がい福祉課 

  

※        成年後見制度利用促進計画関連取組 

成年後見 

成年後見 

成年後見 
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②権利擁護の推進 

【主な取組】 

取組又は事業 概要 担当部署等 

高齢者等の総合相談支援事業及

び権利擁護事業 

高齢者等からの様々な相談に対応し、地域におけ

る保健・医療・福祉サービス等の制度の利用につ

なげる支援を行います。 

長寿介護課 
（地域包括支援センター） 

 

障がい福祉課 

障がい者虐待防止対策支援事業 

「障害者虐待防止センター」において、障がい者

虐待に関する通報、届出の受理、障がい者及び

擁護者に対する相談、支援等を行います。また、

障がい者虐待防止に係る広報啓発活動を行いま

す。 

障がい福祉課 

社会福祉協議会 

児童虐待防止推進啓発 
児童虐待防止推進の啓発のため、関係機関や保

護者などを対象に講演会等を行います。 
こども家庭課 

要保護児童対策の強化 

乳児家庭の全戸訪問やこどもセンター等での相談

により、保護者が子育ての不安や悩みを相談しや

すい体制を作り、児童虐待の未然防止を図りま

す。また、相談員の研修の充実、関係機関との連

携を強化し、要保護、要支援家庭の早期発見、早

期対応に努めます。 

こども家庭課 

 

 

 

 

 

成年後見 
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１ 計画の策定体制 

 

１－１ 策定体制 

（１）大村市地域福祉計画推進委員会 

大村市地域福祉計画推進委員会は、学識経験者 2名、社会福祉団体に所属する者 4名、市民団

体に所属する者 1名、関係行政機関の職員 1名、公募による市民 2名、市長が認める者 1名、合

計 11 名によって組織されています。 

計画策定に関する事項等について協議し、その結果を市長へ報告します。 

 

（２）大村市地域福祉計画庁内検討委員会 

大村市地域福祉計画庁内検討委員会は、副市長を委員長として部長級職員 10名の合計 11名で

構成されています。計画策定のために必要な事項の協議を行い、推進委員からの提案に基づいて

素案を作成します。また、素案に対するパブリックコメントを経て最終案の取りまとめを行いま

す。 

庁内検討委員会の下部組織として、専門部会（課長級）、庁内ワーキンググループ（職員）を

設置し、計画策定を進めました。 

 

（３）パブリックコメント 

計画に市民の皆さまから広く意見を募集するため、パブリックコメントを実施しました。 

意見募集期間 令和３年２月１日（月曜日）～令和３年２月２６日（金曜日） 

実施方法 
市ホームページに掲載 

福祉総務課、情報コーナー、各出張所、総合福祉センターに配置 

提出方法 書面提出、ファクス、E メール 

提出された意見 ０件 
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１－２ 大村市地域福祉計画推進委員会委員名簿 

 

 

  

大村市地域福祉計画推進委員会設置要綱第３条第２項各号に掲げる者

区　分

適用号

　学識経験者 長崎国際大学

第１号 人間社会学部社会福祉学科教授

　学識経験者 長崎ウエスレヤン大学

第１号 社会福祉学科長（教授）

社会福祉団体に所属する者 大村市民生委員児童委員協議会連合会

第２号 会　　　　長

社会福祉団体に所属する者 大村市民生委員児童委員協議会連合会

第２号 会　　　　長

社会福祉団体に所属する者 大村市身体障害者団体連合会

第２号 会　　　　長

社会福祉団体に所属する者 大村市社会福祉協議会

第２号 事　務　局　長

社会福祉団体に所属する者 鈴田地区社会福祉協議会

第２号 会　　　　長

社会福祉団体に所属する者 鈴田地区社会福祉協議会

第２号 会　　　　長

市民団体に所属する者 大村市町内会長会連合会

第３号 理　　　　事

関係行政機関の職員 大村消防署

第４号 予防設備課長兼設備指導係長

公募による市民

第５号

公募による市民

第５号

その他市長が必要と認める者

第６号

任期３年：令和元年１０月１日～令和４年９月３０日

所　　　　　　　属　 　　　　　　氏　　　　　　　　名

1

2

坂本　雅俊

岩永　秀徳

4

3

＜任期：令和元年10月1日～令和元年12月1日＞

後藤　満行

犬束　義昭

松尾　光敏

田添　清美

藤川　正明

＜任期：令和元年12月2日～令和4年9月30日＞

9

5

＜任期：令和2年4月1日～令和4年9月30日＞

6

7

8

太田　義広

＜任期：令和元年10月1日～令和2年3月31日＞

11 龍野 ムツ子ボランティアの代表

10 古川　佐智子

川尻　和長

渡邊　博

国光　まどか
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１－３ 大村市地域福祉計画推進委員会設置要綱 

 

平成２４年６月２２日 

告示第１６３号 

改正 令和元年８月１９日告示第１３７号 

（設置） 

第１条 大村市地域福祉計画（以下「計画」という。）を策定し、及び計画に定める施策を推進する

ため、大村市地域福祉計画推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（令元告示１３７・一部改正） 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議し、市長にその結果を報告する。 

(1) 計画の策定に関する事項 

(2) 計画の進捗状況の把握及び評価に関する事項 

(3) 計画の推進方策に関する提言及び助言 

(4) 計画の見直しに関する事項 

(5) その他地域福祉の推進のために必要な事項 

（令元告示１３７・一部改正） 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１１人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 社会福祉関係団体に所属する者 

(3) 市民団体に所属する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 公募による市民 

(6) その他市長が必要と認める者 

（令元告示１３７・一部改正） 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
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（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員（第４条ただし書の補欠委員は除く。）

の委嘱の日以後、最初に開かれる委員会の会議は、市長が招集する。 

２ 委員会は、委員長がその会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

５ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説

明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（会議の公開） 

第７条 会議は、原則として公開により行う。ただし、委員会の決議により公開しないことができ

る。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、福祉保健部福祉総務課において処理する。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

附 則 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

２ この告示の施行の日以後最初に委嘱し、又は任命する委員の任期は、第４条の規定にかかわら

ず、平成２７年３月３１日までとする。 

附 則（令和元年８月１９日告示第１３７号） 

この告示は、公表の日から施行する。 
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１－４ 大村市地域福祉計画庁内検討委員会委員名簿 

 

 

 

  

区分 役職 氏名 区分 役職 氏名

1 委員長 副市長 山下　健一郎 7 委　員 市民環境部長 杉野　幸夫

2 副委員長 福祉保健部長 川下　隆治 8 委　員 こども未来部長 山中　さと子

3 委　員 大村市理事 田中　博文 9 委　員 産業振興部長 下玉利　輝幸

4 委　員 企画政策部長 渡邉　真一郎 10 委　員 都市整備部長 増田　正治

5 委　員 総務部長　 楠本　勝典 11 委　員 教育次長 吉村　武史

6 委　員 財政部長 高取　和也 12 委　員 上下水道局次長 石丸　弘子

区分 役職 氏名 区分 役職 氏名

1 部会長 福祉保健部長 川下　隆治 6 部会員 こども政策課長 赤瀬　雅昭

2 部会員 企画政策課長 石山　光昭 7 部会員 商工振興課長 長石　弘顕

3 部会員 安全対策課長 針山　健 8 部会員 都市計画課長 金原　剛蔵

4 部会員 財政課長 西川　輝幸 9 部会員 教育総務課長 三岳　和裕

5 部会員 地域げんき課長 中村　浩樹 10 部会員
上下水道局
業務課長

横田　良一

氏名 氏名

1 下田　依子 8 松本　亘宏

2 開　健一 9 田中　慎也

3 後田　拓弥 10 櫻田　俊紀

4 森　ふみ 11 山口　干城

5 久家　聡 12 一瀬　芙美香

6 松尾　亮佑 13 山口　和也

7 田上　昂輝

企画政策課

安全対策課

所属

上下水道局
業務課

教育総務課

都市計画課

商工振興課

こども政策課

地域げんき課

所属

国保けんこう課　

保護課

長寿介護課　

地域包括支援センター

障がい福祉課　

大村市地域福祉計画庁内検討委員会

大村市地域福祉計画庁内検討委員会専門部会

大村市地域福祉計画庁内検討委員会ワーキンググループ
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１－５ 大村市地域福祉計画庁内検討委員会設置要領 

 

（設置） 

第１条 大村市地域福祉計画（以下「計画」という。）を策定するため、大村市地域福祉計画庁

内検討委員会（以下「検討委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 計画策定のために必要な事項について協議を行うとともに、大村市地域福祉計画推進委

員会からの提言に基づき素案を作成する。また、素案に対するパブリックコメントを経て最終

案のとりまとめを行う。 

（組織） 

第３条 検討委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、副市長をもって充てる。 

３ 副委員長は、福祉保健部長をもって充てる。 

４ 委員は、別表第１に掲げる者をもって充てる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は、検討委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 検討委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長を務める。 

（専門部会） 

第６条 計画と市が策定する各計画との整合性を専門的に調査研究するため、委員会に専門部会

を置く。 

２ 専門部会は、前項の規定による調査研究の結果を検討委員会に報告する。 

３ 専門部会は、部会長及び部会員をもって組織する。 

４ 部会長は、福祉保健部長をもって充てる。 

５ 部会員は、別表第２に掲げる者をもって充てる。 

６ 部会長は、専門部会の会務を総理する。 

７ 専門部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。 

（ワーキンググループ） 

 

第７条 検討委員会における調査研究の資料を作成するため、検討委員会にワーキンググループ

を置く。 

２ ワーキンググループは、別表第３に掲げる課の職員のうちから、当該課の所属長の推薦によ

り指名された者をもって組織する。 
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（関係者の出席） 

第８条 検討委員会、専門部会及びワーキンググループは、必要があると認めるときは、会議に

関係者の出席を求め、説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 検討委員会、専門部会及びワーキンググループの庶務は、福祉保健部福祉総務課におい

て処理する。 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和 元年 ８月２６日から施行する。 

（失効） 

２ この要領は、令和 ３年 ３月３１日限り、その効力を失う。 

 

附 則 

１ この要領は、令和 ２年 ４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

大村市理事、企画政策部長、総務部長、財政部長、市民環境部長、こども未来部長、

産業振興部長、都市整備部長、教育委員会次長、上下水道局次長 

（令和２年４月１日・一部改正） 

 

別表第２（第６条関係） 

企画政策課長、安全対策課長、財政課長、地域げんき課長、こども政策課長、商工振

興課長、都市計画課長、教育総務課長、上下水道局業務課長 

 

別表第３（第７条関係） 

企画政策課、安全対策課、財政課、地域げんき課、国保けんこう課、保護課、長寿介

護課、地域包括支援センター、障がい福祉課、こども政策課、商工振興課、都市計画

課、教育総務課、上下水道局業務課 
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２ 大村市の状況（統計データ） 

（１）人口・世帯の推移 

☑人口・世帯は増加を続けているが、1 世帯あたりの人口は減少を続けている 

 

 

人口、世帯数の推移【出典：国勢調査】 
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総数 世帯数 1世帯当たりの人員 ※R2は国勢調査に基づく推計人口
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（２）性別･年齢別人口構成（人口ピラミッド） 

☑「富士山型」から「逆富士型」に変化、少子高齢化の顕在化 

 

 

 
性別･年齢別人口構成【出典：国勢調査、社人研推計】  
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（３）人口推計（再掲） 

☑少子高齢化が進行、将来的に人口減少へ転じる 

 

年齢区分別人口の推移・推計【出典：社人研推計、大村市人口ビジョン】 
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総数 ０～１４歳 １５～６４歳 ６５歳以上 ※( )は高齢化率 大村市人口ビジョン(H27）推計
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（４）人口異動の状況 

①人口異動の推移（県外異動） 

☑福岡県や東京都などの都市部へ、若年層の人口流出が続いている 

 

 

地域別人口異動推移【出典：長崎県異動人口調査】 

 

 

年齢区分別県外人口異動推移【出典：おおおむらの統計】  

関東地方

-120

関東地方

-122
関東地方

-119

関東地方

-79 関東地方

-133

中部地方

-30

中部地方

20

中部地方

-20

近畿地方

-50

中国地方

-76

中国地方

12

四国地方

27
四国地方

18

四国地方

-22

九州・沖縄地方

-82
九州・沖縄地方

-141 九州・沖縄地方

-179
九州・沖縄地方

-150

-400

-350

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

北海道・東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州・沖縄地方

0～4歳 0～4歳
0～4歳 0～4歳

15～19歳

15～19歳 15～19歳
15～19歳 15～19歳

20～24歳
20～24歳 20～24歳

20～24歳
20～24歳

25～29歳 25～29歳 25～29歳

25～29歳

30～34歳

30～34歳

30～34歳

30～34歳

35～39歳
35～39歳

35～39歳

35～39歳

35～39歳

60～64歳

60～64歳 60～64歳

60～64歳

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

H26 H27 H28 H29 H30

（単位：人）
90歳以上

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳



 

77 

 

第２期おおむら支え合いプラン 
・大村市地域福祉計画 ・大村市地域福祉活動計画 

第５章 

資料編 

 

②人口異動の推移（県内異動） 

☑県内異動では転入超過が続いている。特に諫早市からの転入が多い 

 

 

県内市町別人口異動推移【出典：長崎県異動人口調査】 

 

 

年齢区分別県内人口異動推移【出典：おおおむらの統計】  
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③合計特殊出生率・自然動態の推移 

☑出生率は全国、県を上回り、自然増を維持している 

 

合計特殊出生率の推移【出典：長崎県衛生統計年報】 

 

 

出生・死亡の推移【出典：長崎県異動人口調査】 
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（５）配偶者関係、単身世帯の推移（再掲） 

☑既婚者の比率が減少傾向、単身世帯比率は増加 

 
配偶者関係の推移【出典：国勢調査】 

 

 

全世帯に対する単身世帯比率【出典：国勢調査】  
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（６）ひとり親家庭の推移 

☑ひとり親家庭の割合は県より高く、増加傾向 

 
ひとり親家庭世帯数、世帯比率【出典：国勢調査】 
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（７）高齢者世帯の推移（再掲） 

☑高齢化の進行により、高齢者のみの世帯が増加を続けている 

 
高齢者単身世帯、総世帯数に対する比率の推移【出典：国勢調査】 

 

 
高齢者夫婦のみ世帯数、総世帯数に対する比率の推移【出典：国勢調査】  
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（８）要介護認定者の推移（再掲） 

☑介護を受ける人は増加を続けている 

 

介護度別認定者数の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

（９）障がい者の推移（再掲） 

☑障がいのある方は横ばいから微増傾向 

 

障がい手帳所有者数の推移【大村市内部資料をもとに作成】  
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（１０）生活保護の推移 

☑生活保護者は増加していたが、減少に転じた 

 

 

生活保護世帯の推移【出典：おおむらの統計】 

 

 
生活困窮者自立相談支援事業相談件数の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

  

1,016 
1,119 

1,177 
1,254 

1,329 1,358 1,378 1,370 1,354 1,346 1,332 1,431 

1,567 
1,654 

1,782 
1,897 1,898 1,930 1,887 

1,830 1,784 1,744 
1.59 

1.73 
1.81 

1.95 
2.06 2.05 2.08 

2.02 
1.95 

1.89 
1.83 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：％）（単位：人、世帯）

世帯数 被保護人員 保護率
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（１１）市扶助費の推移 

☑扶助費は増加を続けており、今後も増加を続けると考えられる 

 

 
扶助費の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

 

 

扶助費の内訳【出典：令和元年度大村市決算概要】  

6,674 7,062

8,501
9,045 9,355 9,637

10,278
11,249

12,082
12,61412,908

13,776

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：百万円）
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（１２）地域活動組織の推移（再掲） 

☑町内会等加入率は減少が続いている 

 

 

町内会加入世帯、加入率の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

 

老人クラブ加入者数、加入率の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

33,835 33,908 33,809 34,385 34,863 35,452 35,773 36,774
37,490 37,609 38,188

27,596 27,616 27,804 28,068 28,275 28,413 28,531 29,013 29,083 29,115 29,332

81.6% 81.4% 82.2% 81.6% 81.1% 80.1% 79.8% 78.9% 77.6% 77.4% 76.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：世帯）

総世帯数 加入世帯数 加入率

5,152 5,130 4,983 4,862
4,640 4,563 4,489

4,360 4,393 4,330
4,117

28.8% 28.4%
26.8% 25.% 23.2% 21.8% 20.7% 19.6% 19.1% 18.4% 17.1%

82 84 83 83 81 82 82 83 84 85 83

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

構成員数 加入率 クラブ数
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子ども会参加者数、加入率の推移【大村市内部資料をもとに作成】 

 

（１３）ボランティア登録の推移 

☑ボランティア数は横ばいで推移 

 

 

ボランティア登録者、団体数の推移【大村市内部資料をもとに作成】  

3,405

2,946
2,692

2,529
2,290 2,260 2,135 2,012 1,852

1,725

2,094

1,934
1,812

1,659
1,614 1,659

1,549
1,463

1,372
1,265

32.2%
28.1% 25.7% 24.1% 21.9% 21.6% 20.5% 19.3% 17.7% 16.5%

109

100
97

90
84 84

79 78
74 72

0

20

40

60

80

100

120

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H21 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：人）

子ども会員数 指導者・育成者数 子ども会加入率 子ども会数

※H22はデータが不明なため表示なし

2,543

4,023

4,442
4,770

4,214
4,620

5,218 5,229

4,793

7,515

4,224

32

62

75
80

77 78

88
85

88

91

90

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（単位：団体）（単位：人）

ボランティア登録総数 団体登録数（団体）
H30からボランティア連絡協議会登録者を含めているが、R1に

ボランティア連絡協議会が解散したため、登録者数が減少。
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３ 地域の支え合いに関するアンケート結果詳細 

 

（１）ご自身に関すること 

問１ あなたの性別を教えてください。（単回答） 

回答者の性別については男性が 40.2%（381

人）、女性が 58.8%（558人）、無回答 0.9%（9

人）となりました。 

 

 

 

 

 

 

問２ あなたの年齢を教えてください。（単回答） 

回答者の年齢層は、年齢が高くなるにつれ

て回答者数も多くなり、60代が最も多くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

問３ あなたのお住いの地域（小学校区）を教えてください。（単回答） 

小学校区別の回答状況について、回答者数が

最も多いのは竹松小学校区（125名：13.2%）

で、次いで西大村小学校区（119名：12.6%）、

大村小学校区（117 名：12.3%）となっていま

す。 

回収率では、萱瀬小校区（40.0%）が最も多

く、次いで大村小学校区（37.3%）、旭が丘小学

校区（37.3%）となっています。 

 

 

  

小学校区 対象者数 回答者数 回収率 構成比

三浦小学校区 82 29 35.4% 3.1%

鈴田小学校区 76 21 27.6% 2.2%
大村小学校区 314 117 37.3% 12.3%

旭が丘小学校区 255 95 37.3% 10.0%

東大村小学校区 23 6 26.1% 0.6%
三城小学校区 327 94 28.7% 9.9%

西大村小学校区 396 119 30.1% 12.6%
放虎原小学校区 306 74 24.2% 7.8%

中央小学校区 225 70 31.1% 7.4%

竹松小学校区 403 125 31.0% 13.2%
富の原小学校区 341 109 32.0% 11.5%

萱瀬小学校区 50 20 40.0% 2.1%

黒木小学校区 6 2 33.3% 0.2%
福重小学校区 133 40 30.1% 4.2%

松原小学校区 63 14 22.2% 1.5%
無回答 - 13 - 1.4%

合計 3,000 948 31.6% 100.0%

男性

381人

40.2%
女性

558人

58.9%

無回答

9人

0.9%

15歳～19歳

50人

5.3%

20歳～29歳

51人

5.4%

30歳～39歳

134人

14.1%

40歳～49歳

163人

17.2%

50歳～59歳

169人

17.8%

60歳～69歳

196人

20.7%

70歳以上

182人

19.2%

無回答

3人

0.3%
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問４ あなたのお仕事を教えてください。（複数回答） 

職業別では、「3.会社員、団体

職員など」（22.3%）が最も多く、

以下「9.無職」（20.9%）、「7.パー

ト・アルバイト」（16.1%）となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

問５ あなたの世帯構成を教えてください。（単回答） 

世帯構成は、「3.夫婦と子ども」

（41.8%）が最も多く、前回調査 41.0%

から若干増加をしました。 

一方で、「1.単身」は前回調査 6.9%

から大きく増加し 11.5%となっていま

す。また、「1.単身」と回答した方を年

齢別にみると 60代以上の方が半数以上

を占めています 

 

  

2.4%

5.4%

22.3%

0.6%

8.9%

15.1%

16.1%

6.2%

20.9%

1.9%

0.7%

1.農林漁業

2.自営の商工業・サービス業

3.会社員、団体職員など

4.自由業

5.公務員

6.専業主婦・主夫

7.パート・アルバイト

8.学生

9.無職

10.その他

無回答

6.9%

26.5%

41.0%

9.7%

5.3%

0.6%

7.1%

11.5%

27.3%

41.8%

8.1%

6.2%

1.2%

2.7%

1.単身

2.夫婦２人

3.夫婦と子ども

4.三世代以上の同居

5.母と子ども

6.父と子ども

7.その他

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人
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（２）生活環境について 

問６ あなたは大村市を住みやすいと感じていますか。（単回答） 

「住みやすい」「まあ住み

やすい」を合わせた『大村

市は住みやすい』と感じて

いる人は、前回調査 88.7%に

対して今回が 89.7%と 1.0%

増加しました。 

長崎県の中央に位置し、

空港や高速道路インターチ

ェンジなどがあることで各

都市への交通アクセスの利便性の高さや、平野部が多くコンパクトな街でありながら地価が比較

的安いこと、子どもや高齢者などに対し福祉施策の取組を進めてきたことなどを背景に、住みや

すいと感じている方が増えているものと考えられます。 

また、年代別では、10代で見ると「やや住みにくい」と「住みにくい」を合わせた『大村市

は住みにくい』と感じている割合が 6.0%と、年代別で最も多くなっています。 

 

 

問７ あなたは身の回りの環境についてどう感じていますか。（単回答） 

「満足」と「まあ満足」を合わせ

た『満足』は、「8.日頃の買い物が

しやすい環境」（56.4%）が最も多

く、以下「2.子どもが元気に成長で

きる環境」（47.9%）、「10.急な病気

やけがに対する救急医療の体制」

（46.6%）となっています。 

また、「やや不満」と「不満」を

合わせた『不満』では、「9.目的地

にスムーズに着ける交通環境」が

36.6%で最も多く、以下「7.働く場

所に恵まれた環境」（35.4%）、「6.住

民が利用しやすい施設が整った環

境」（22.6%）となっています。  

49.5%

54.3%

39.2%

35.4%

6.2%

7.4%

1.7%

1.5%

1.2%

1.2%

2.3%

0.2%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.住みやすい 2.まあ住みやすい 3.どちらともいえない 4.やや住みにくい 5.住みにくい 無回答

14.6%

14.7%

10.2%

6.4%

7.1%

6.1%

3.3%

17.6%

9.4%

15.0%

3.5%

3.6%

31.0%

33.2%

28.4%

19.8%

22.8%

21.9%

11.5%

38.8%

21.6%

31.6%

17.7%

16.7%

32.3%

33.3%

43.5%

37.4%

40.5%

42.1%

37.3%

27.0%

28.2%

34.6%

52.6%

52.7%

3.0%

5.1%

4.5%

12.3%

11.5%

16.4%

23.0%

8.5%

21.8%

7.7%

9.3%

8.6%

1.8%

1.5%

1.5%

4.1%

3.6%

6.2%

12.3%

5.0%

14.8%

3.2%

3.0%

3.1%

12.9%

8.0%

7.5%

16.2%

11.9%

4.0%

8.6%

0.4%

1.5%

5.2%

10.7%

11.6%

4.5%

4.2%

4.4%

3.6%

2.6%

3.3%

3.9%

2.6%

2.7%

2.7%

3.3%

3.7%

１．安心して赤ちゃんを産み育てられる環境

２．子どもが元気に成長できる環境

３．青少年が健全に育つ環境

４．障がいがあっても安心して暮らせる環境

５．ご高齢の方がいきいき暮らせる環境

６．住民が利用しやすい施設が整った環境

７．働く場所に恵まれた環境

８．日頃の買い物がしやすい環境

９．目的地にスムーズに着ける交通環境

１０．急な病気やけがに対する救急医療の体制

１１．防犯に対する支援や体制

１２．防災に対する支援や体制

満足 まあ満足 ふつう やや不満 不満 分からない 無回答
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（３）情報発信のあり方について 

問８ あなたは福祉に関する必要な情報を主にどこから入手していますか。（複数回答） 

福祉に関する情報の入手先として

「4.市役所の広報紙」（51.5%）が最も

多く、以下「17.新聞・雑誌・テレビ・

ラジオ」（38.8%）、「16.町内会（回覧板

を含む）」（36.5%）となっています。広

報おおむらや回覧板等の町内会からの

情報は、町内会未加入世帯に対して届

かないことが多いため、そうした方へ

の情報の届け方の工夫をする必要があ

ります。 

 

 

 

 

（４）地域の関りについて 

問９ あなたは「地域」という言葉を聞いたとき、最初に思い浮かべる「地域」の範囲は次のど

れになりますか。（単回答） 

「地域」の範囲で最も多かったのは「地元

の町内会」（35.2%）で、以下「小学校区」

（19.8%）、「大村市内」（18.0%）となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.3%

8.3%

14.7%

51.5%

20.0%

3.6%

6.8%

1.4%

1.6%

5.2%

10.2%

9.7%

2.5%

25.1%

29.3%

36.5%

38.8%

13.0%

5.1%

2.5%

1.4%

1.7%

1.市役所

2.出張所・コミセン

3.学校・保育所・幼稚園

4.市役所の広報紙

5.市役所のホームページ

6.社会福祉協議会

7.社会福祉協議会の広報紙

8.社会福祉協議会のホームページ

9.地区社会福祉協議会

10.地域包括支援センター

11.福祉施設・事業所

（ケアマネージャー・ホームヘルパーを含む）

12.医療機関

（保健師・訪問看護師を含む）

13.民生委員・児童委員

14.家族・親族

15.友人・知人

16.町内会（回覧板を含む）

17.新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

18.SNS（フェイスブック、ツイッターなど）

19.情報を入手する方法がわからない

20.情報を入手する必要がない

21.その他

無回答

隣り近所

7.9%

地元の「班」

5.5%

地元の町内会

35.0%

小学校区

19.7%

中学校区

2.8%

市内８地区（三浦・

鈴田・大村・西大

村・萱瀬・竹松・福

重・松原）

9.9%

大村市内

18.0%

その他

0.1%

無回答

0.9%
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問１０ あなたは今、隣り近所とどの程度お付き合いがありますか。（単回答） 

近所との繋がりに関する質問

については、「3.顔を合わせる

と、あいさつをし合うぐらいの

付き合い」（46.2%）が最も多く

なっています。 

前回調査と比較すると、隣り

近所との付き合いが希薄化し適

度な距離を置く傾向になりつつ

あることが分かります。 

年代別では、特に 20 代、30代で隣り近所との付き合いが希薄化しています。 

 

（５）助け合い、支え合いについて 

問１１ あなたは、近所やまちなかで困っている人を見かけたらどうしますか。（単回答） 

「自ら進んで助ける」と

「求められたら手助けす

る」を合わせると 84.7%で、

前回調査時の合計 86.6%から

若干減少しています。 

助け合い、支え合いに対

する意識を高めるための取

り組みを進める必要があり

ます。 

 

問１２ 問１１で「４．なにもしない」と回答されたのはどんな理由ですか。（単回答） 

問 11で「4.なにもしない」

（n=12人）と回答した理由で最も

多いのが「何をしてよいのかわか

らない」（41.7%）で、以下「その

他」（25.0%）となっています。 

「その他」の内容は、「身体障が

い者だから」、「あやしい人と思わ

れそう」などがありました。 

  

2.7%

1.7%

13.7%

9.1%

34.1%

31.0%

39.5%

46.2%

2.4%

3.4%

6.3%

7.7%

1.2%

0.9%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.家族みたいに頻繁に

行き来するくらいの付き合い

2.簡単なことは気軽に

頼み合えるくらいの付き合い

3.顔を合わせると、世間話や情報

交換など立ち話するくらいの付き合い

4.顔を合わせると、あいさつを

し合うくらいの付き合い

5.町内会の集まりなどで顔を合わす

くらいで、ほとんど話しをしたことがない

6.顔もよくわからず、

ほとんど付き合いがない

無回答

43.0%

40.3%

43.6%

44.4%

11.0%

11.9%

0.8%

1.3%

1.7%

2.1%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.自らすすんで手助けする 2.求められたら手助けする 3.どうするかわからない 4.なにもしない 無回答

0.0%

16.7%

41.7%

0.0%

16.7%

25.0%

0.0%

1.声をかけるのがはずかしいから

2.断られていやな思いをしたくないから

3.なにをしてよいかわからないから

4.面倒だから

5.他人のことには関心がないから

6.その他

無回答
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問１３ あなたは、困ったときや不安を感じるとき、誰に相談しますか。（複数回答） 

困った時の相談相手で、最も多

かったのは「1.配偶者」（64.6%）

で、以下「3.友人や知人」

（59.8%）、「2.親や兄弟姉妹」

（59.6%）となっており、身内への

相談が多くなっています。 

「5.民生委員・児童委員」や

「10.社会福祉協議会」に対して相

談する方の割合は低く、相談窓口

としてあまり認知されていないと

思われます。 

また、「12.相談する相手がいな

い」も 2.0%あり、そうした方の困

りごとをいかにして受け止めるか

といった課題もあります。 

 

 

問１４ あなたが、いま気にかかっていることで、手助けを求めるならどんなことですか。 

（複数回答） 

手助けを求めることとして、

「13.災害の時の安否確認や避難

誘導」（30.5%）が最も多く、災害

に対する意識や不安の高まりが感

じられます。 

また、「9.急病になった時の家

族の世話」（20.3%）、「8.急病にな

ったときの看病」（20.0%）といっ

た、急病時に対する不安も多くな

っています。 

 

 

 

 

 

  

64.6%

59.6%

59.8%

13.2%

2.5%

4.7%

11.3%

7.4%

11.4%

2.4%

6.8%

2.0%

1.7%

1.配偶者

2.親や兄弟姉妹

3.友人や知人

4.隣り近所の人

5.民生委員・児童委員

6.町内会の役員

7.医療機関

（保健師・訪問看護師を含む）

8.福祉施設・事業所

（ケアマネージャー・ホームヘルパー含む）

9.市役所（出張所を含む）

10.社会福祉協議会

11.その他

12.相談する相手がいない

無回答

15.8%

12.2%

6.5%

3.8%

7.9%

7.9%

3.2%

20.0%

20.3%

9.8%

12.2%

8.6%

30.5%

4.4%

19.2%

1.子育てや介護など日常生活

に関する身近な相談相手

2.隣り近所や地域での声かけや見守り

3.買い物、食事づくりなどの世話

4.掃除、洗濯

5.通院や外出のときなどの送迎

6.金銭の受取りや支払い

（銀行や郵便局での年金受領など）

7.市役所などへの届出や連絡

8.急病になったときの看病

9.急病になったときの家族の世話

10.急用のときの子どもの世話

11.ごみや資源物の分別、ごみ出し

12.防災のための措置

（火災警報器の取付け、家具の転倒防止など）

13.災害のときの安否確認や避難誘導

14.その他

無回答、特になし など
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問１５ あなたが隣り近所や地域のなかで手助け出来るとしたら、どんなことですか。 

（複数回答） 

地域のなかで手助けが出

来ることとして、「11.公園

や道路などの清掃活動」

（41.1%）が最も多く、以下

「1.一人住まいのご高齢の

方の話し相手」（30.9%）、

「10.ごみや資源物の分別、

ゴミ出し」（27.8%）となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

（６）地域の活動について 

問１６ あなたは、地域住民とのふれあいの役に立っている行事や活動は何だと思いますか。 

（複数回答） 

地域住民とのふれあいの役に立っている

活動等は、「1.町内会での地域活動」

（45.5%）が最も多く、以下「9.祭り・

イベント等の協力や参加などの地域活

動」（31.3%）、「4.幼稚園や小・中学校等

の行事」（21.5%）となっています。 

 

 

 

  

30.9%

9.6%

10.2%

18.2%

2.7%

13.7%

4.0%

8.4%

13.1%

27.8%

41.1%

11.0%

7.2%

19.5%

1.7%

12.3%

1.一人住まいのご高齢の方の話相手

2.買い物や食事づくり

3.掃除、洗濯の手伝い

4.通院や外出のときなどの送迎

5.金銭の受取りや支払いの代行

6.市役所などへの届出や連絡の代行

7.急病になったときの看病

8.急病になったときの家族の世話

9.急用のときの子どもの世話

10.ごみや資源物の分別、ごみ出し

11.公園や道路などの清掃活動

12.子どもの育成活動

13.日頃の防災活動

（火災警報器の取付け、家具の転倒防止など）

14災害のときの安否確認や避難誘導

15.その他

無回答、出来ない、特になし など

45.5%

20.8%

13.2%

21.5%

3.2%

13.8%

16.5%

18.8%

31.3%

4.0%

20.4%

1.4%

6.9%

1.町内会での地域活動

2.婦人会・老人会・子ども会

・消防団などの地域活動

3.保育園や児童館、学童保育の行事

4.幼稚園や小・中学校等の行事

5.商工会等の職業団体の活動

6.ボランティア活動

7.趣味・教養文化などのグループ活動

8.スポーツ・レクリエーションなどの活動

9.祭り・イベント等の協力や

参加などの地域活動

10.地区社会福祉協議会の活動

11.特に役立っている活動はない

12.その他

無回答、分からない等
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問１７ あなたのお住いの地域には、どのような課題があると思いますか。（複数回答） 

地域の課題として最も多

かったのは、「3.災害時な

ど、いざというときに身近

な住民同士で助け合える関

係性がない」（27.1%）で、

以下「2.日頃の生活の中

で、身近な住民同士で気軽

に助け合える関係がない」

（25.3%）、「1.地域の交流

（地域で話し合いができる

場など）が少ない」

（19.9%）となっていま

す。 

 

問１８ あなたは地域生活において、どんなことが大切だとお考えですか。（複数回答） 

地域生活において大切だと

思う事では、「3.個人でどうし

ようもない部分は行政に担っ

てもらうべきである」

（51.7%）が最も多く、以下

「5.地域全体で協力し、支え

合う仕組みを作るべきであ

る」（35.7%）、「2.もっとも身

近な隣り近所で助け合っていくべきである」

（34.1%）となっています。 

 

問１９ あなたは今、地域活動に対し、どんな姿勢をお持ちですか。（単回答） 

地域活動に対する姿勢を前回

調査と比較すると、参加する意

識が若干低下していることが分

かります。 

 

 

  

19.9%

25.3%

27.1%

6.8%

4.9%

10.3%

7.8%

9.6%

5.1%

7.0%

10.7%

11.6%

19.2%

6.2%

24.5%

1.地域の交流（地域で話し合いが

できる場など）が少ない

2.日頃の生活のなかで、身近な住民同士で

気軽に助け合える関係がない

3.災害時など、いざというときに身近な

住民同士で助け合える関係がない

4.町内会での地域活動が行われていない

5.婦人会・老人会・子ども会・消防団

などの地域活動が行われていない

6.地域の祭り・イベント等に地域住民

の協力や参加が積極的ではない

7.生涯学習や生涯スポーツなど、日頃の健康

づくりや生きがいづくりの活動がない

8.ボランティアや非営利組織（NPO）

など、住民の自主的な活動がない

9.身近なところで子育てに関する

相談ができる場がない

10.子ども会活動などを主とした

健全育成への取組みが充分でない

11.身近なところでご高齢の方が

集まって交流できる機会がない

12.身近な住民によるご高齢者世帯への

声掛け、見守りができていない

13.気軽に相談できる専門相談窓口がない

14.その他

無回答、分からない、交流していない など

23.6%

34.1%

51.7%

13.3%

35.7%

12.4%

2.1%

7.2%

1.人に頼らず、自分たちのことは自分たちでやるべきである

2.もっとも身近な隣り近所同士で助け合っていくべきである

3.個人でどうしようもない部分は行政に担ってもらうべきである

4.地域のなかで組織的にボランティア活動などをすすめるべきである

5.地域全体で協力し、支えあう仕組みを作るべきである

6.すべてのことに関し、行政で対応する体制を整えるべきである

7.その他

無回答、分からない など

7.8%

6.2%

37.6%

37.7%

12.8%

13.5%

30.9%

28.9%

7.4%

9.1%

3.5%

4.6%

H21結果

n=663人

今回結果

n=948人

1.積極的に自らすすんで参加、協力する 2.求められれば参加、協力する 3.参加はするものの、あまり深入りはしたくない

4.関心はあるが、なかなか参加、協力できない 5.ほとんど関心がなく、参加するつもりもない 無回答
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問２０ あなたが地域活動に参加、協力するうえで支障となっているのはどんなことですか。 

（複数回答） 

地域活動に参加、協力するうえで支

障となっていることは、「1.仕事（勉

強）が忙しく自由な時間がとれない」

（40.6%）が最も多く、以下「6.地域住

民との接点が無く交友関係が無い」

（23.2%）、「2.家事や子育てで忙しく時

間がとれない」（19.9%）となっていま

す。 

共働きや高齢化の進行による現役世

代の延長などを背景に、地域活動に参加する時間がとれない世帯が増えていると考えられます。 

 

問２１ あなたは、今後どのような地域活動に参加したいとお考えですか。（単回答） 

「参加したい」と「まあ参加

したい」を合わせた『参加した

い』は、「2.自分の興味ある知識

や教養が得られる活動」

（64.6%）が最も多く、以下「1.

自分の楽しみが得られる活動」

（62.8%）、「4.生きがいや健康づ

くりが満たされる活動」

（52.0%）となっています。 

一方で、「あまり参加したくな

い」と「参加しない」を合わせ

た『参加しない』は、「8.家庭生

活を豊かにする家族ぐるみの活

動」（11.8%）が最も多く、以下

「10.行政への協力や地域自治に関わる活動」（10.5%）、「6.仲間づくりや親しい友達をつくれる

活動」（9.8%）となっています。 

今後、住民参加の活動等を進める際は、これらの結果をもとに住民の方が参加しやすい活動等

の計画をしていく必要があります。 

 

  

40.6%

19.9%

7.9%

1.8%

19.3%

23.2%

10.0%

16.2%

11.7%

6.3%

3.8%

1.6%

16.4%

1.仕事が忙しく自由な時間がとれない

2.家事や子育てで忙しく時間がとれない

3.家族の看病や介護で時間的にも体力的にも余裕がない

4.家族の理解や協力が得られない

5.人間関係がわずらわしい

6.地域住民との接点がなく交友関係がない

7.身体的なことなどで参加できる条件が整っていない

8.地域活動に関する情報が伝わってこない

9.活動に参加する人が少なく一人の負担が大きい

10.自分が求める地域活動がない

11.地域活動が行われていない

12.その他

無回答、特にない、分からない など

24.5%

25.0%

17.0%

16.6%

13.0%

13.3%

11.5%

8.3%

11.1%

5.5%

9.4%

10.9%

38.3%

39.6%

30.1%

35.4%

30.2%

29.5%

31.8%

22.9%

33.3%

21.3%

36.8%

37.4%

16.4%

14.0%

28.3%

25.7%

29.9%

29.5%

32.4%

38.9%

32.0%

43.7%

29.7%

27.7%

2.8%

3.1%

4.4%

3.5%

4.6%

5.8%

4.6%

7.6%

4.0%

7.3%

4.2%

3.7%

2.1%

2.0%

2.6%

2.2%

4.3%

4.0%

2.2%

4.2%

1.9%

3.3%

1.9%

1.9%

15.9%

16.4%

17.6%

16.6%

18.0%

17.8%

17.5%

18.0%

17.7%

19.0%

17.9%

18.4%

1.自分の楽しみが得られる活動

2.自分の興味ある知識や教養が得られる活動

3.自分の知識や経験を生かせる活動

4.生きがいや健康づくりが満たされる活動

5.余暇時間を充実させる活動

6.仲間づくりや親しい友達をつくれる活動

7.隣近所の人と協力し合える活動

8.家庭生活を豊かにする家族ぐるみの活動

9.地域や社会に役立つ活動

10.行政への協力や地域自治に関わる活動

11.隣近所の防犯に関する活動

12.隣近所の防災に関する活動

参加したい まあ参加したい どちらともいえない あまり参加したくない 参加しない 無回答
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問２２ あなたは、これからの地域生活でなにが大切だと思われますか。（複数回答） 

これからの地域生活

で大切だと思われるこ

とでは、「災害時な

ど、いざという時に身

近な住民同士で助け合

える関係づくり」

（64.3%）が最も多

く、昨今の自然災害の

多発により、助け合い

の意識が高まっている

ものと考えられます。

以下「日頃の生活のな

かで、身近な住民同士

で気軽に助け合える関

係づくり」（52.2%）、「気軽に相談できる専門相談窓口の充実」（35.4%）となっています。 

  

52.2%

64.3%

23.7%

12.2%

19.4%

20.1%

16.2%

25.6%

27.4%

35.4%

1.1%

9.4%

1.日頃の生活のなかで、身近な住民

同士で気軽に助け合える関係づくり

2.災害時など、いざというときに身近な

住民同士で助け合える関係づくり

3.生涯学習や生涯スポーツなど、

日頃の健康づくりや生きがいづくり

4.ボランティアや非営利組織（NPO）

など、住民の自主的な活動の育成

5.身近なところで子育てに関する

相談ができる場づくり

6.子どもの頃からの体験的な福祉教育

7.子ども会活動などを主とした

健全育成への取組み

8.身近なところでご高齢の方が

集まって過ごせる場づくり

9.身近な住民によるご高齢者

世帯への声掛け、見守り

10.気軽に相談できる専門

相談窓口の充実

11.その他

無回答、分からない、無し など
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【最後に】地域のあり方について、日頃思っていることなど（自由記載） ※26ページ続き 

詳細は地域の支え合いに関するアンケート結果報告書に記載をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告書は右の QRコードを読み取るか、市ホームページにアクセスすることで閲覧できます。 

【大村市ホームページ】健康・福祉・子育て > 福祉 > 福祉施策 > 第 2 期おおむら支え合いプラン（大村市地域福祉

計画・大村市地域福祉活動計画） 

（URL） https://www.city.omura.nagasaki.jp/fukushi/kenko/fukushi/shisaku/sasaeaiplan2.html  

通学路などで子ども達にあいさつをするが、返

事ができない子ども達が多い気がする。いろい

ろな事件があるためか、知らない人の関係を持

たないような世の中になっているのが気になり

ます。           （男性 50 代） 

長男の通学で大村駅横の踏切をとても心配して

いましたが、毎朝ボランティアの方々が見守り

に立って下さり、親としてもとても感謝してい

ます。 

（女性 30 代） 

子どもの数、区域の広さに対して公園が少ない

ように感じます。一番近い公園まで比較的車通

りの多い道路を渡らないとたどり着けないの

で、もう少し各所に公園が欲しいです。 

（女性 30 代） 

街から離れた場所に住んでいる高齢者や障がい

者は、バスの本数も少なく、タクシー料金も高

く感じます。もっと交通機関を気軽に使えるシ

ステムを作って欲しい。 

（男性 30 代） 

地域のあり方は地域ごとで違っていいと思う

し、地域によって人の考え方もバラバラなので

「あり方」という文言は必要ないと思う。各地

域自由にやってみて、その地域に合った福祉を

目指せばいいと思う。    （男性 30 代） 

https://www.city.omura.nagasaki.jp/fukushi/kenko/fukushi/shisaku/sasaeaiplan2.html
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４ 地域での支え合い 団体アンケート結果詳細 

 

団体のこと  （１）基本情報について 

問１ 貴団体の名称、組織形態を教えてください。（単回答） 

団体の組織形態は、「ボランティア・ボラン

ティア団体」が最も多く、以下「地区（校区）

などの協議会連合（連絡）会など」、「特定非営

利活動法人（ＮＰＯ）」となっています。 

※団体名称省略 

 

 

 

 

問２ 貴団体のメンバー数について教えてください。（単回答） 

団体のメンバー数は、「1名～19名」が最も

多く、以下「20名～39名」、「100 名以上」と

なっています。 

ボランティア団体に限定すると、「1名～19

名」が 66.7%で最も多く、小規模な団体が多い

ことが分かります。 

  

社会福祉法人

8.9%

地区（校区）などの協議会・連

合（連絡）会など

34.8%

保健・医療・福祉等の専

門機関

0.0%

福祉関連民間事業者

0.7%

特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

11.1%

ボランティア・ボラ

ンティア団体

40.0%

その他

4.4%

1名～19名

43.0%

20名～39名

28.1%

40名～59名

8.1%

60名～79名

4.4%

80名～99名

2.2%
100名以上

13.3%

無回答

0.7%
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第５章 

資料編 

 

問３ 貴団体の主な活動拠点はどこですか。（単回答） 

活動拠点は、「公民館、地域住民センター」

が最も多く、町内や地区を単位とした地域で活

動している団体が多いことが分かります。以下

「プラットおおむら」、「福祉施設や病院」とな

っています。 

その他としては、「こどもセンター」、「こど

も園」、「店舗の一室」、「通学路・交差点（見守

り）」などがありました。 

 

 

問４ 貴団体の活動範囲はどれですか。（単回答） 

活動範囲で最も多かったのは、「市内の一部

地域」で、地区別でみると「大村地区内」が最

も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 貴団体で取り組んでいる活動の分野はどれですか。（複数回答） 

活動分野は、「地域支え合い活

動」が最も多く、以下「青少年

育成・支援」、「孤立の防止」と

なっています。 

その他としては、「障がい者・

高齢者支援」、「子育て支援」、

「通学路等見守り」、「交通安全

指導」、「手話講座」、「伝統の継

承」など、多くの分野に関する

活動が取り組まれていました。 

 

  

中心市街地複合ビル（プ

ラットおおむら）

20.0%

福祉施設や病院

12.6%

公民館、地域住

民センター

29.6%

学校、コミセン、図書館

などの公的施設

5.9%

団体・組織の事務所

10.4%

会員の個人宅や勤務先

4.4%

活動拠点はない

5.2%
その他

11.9%

三浦地区内

4.4%
鈴田地区内

6.7%

大村地区内

17.0%

西大村地区内

9.6%
竹松地区内

7.4%

萱瀬地区内

2.2%福重地区内

4.4%松原地区内

5.2%

その他

4.4%

市内全域

16.3%

市内と近隣市町

12.6%

県内全域

4.4%

近隣県を含む地域

2.2%

その他

3.0%

市内の一部地域

61.5%

46.7%

17.8%

30.4%

26.7%

12.6%

16.3%

26.7%

15.6%

31.1%

17.0%

2.2%

31.1%

3.7%

2.2%

25.2%

1.5%

地域支え合い活動

地域の清掃・美化

地域・世代間交流

地域の居場所づくり

消防・防災活動

防犯活動

健康づくり・医療

まちづくり

青少年育成・支援

趣味活動支援（スポーツ・学習など）

人権問題

孤立の防止

人材育成 権利擁護（後見・虐待防止など）

国際交流・国際協力

その他

無回答
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問６ 貴団体が主な活動の対象としている人と活動内容を教えてください。（複数回答） 

活動の対象は、「小・中学生」が最も多

く、以下「市民どなたでも」、「就学前児

童」となっています。 

「高齢者の介護を行っている家族」や

「生活に困っている人」の割合は低く、

こうした方の支援のあり方も検討してい

く必要があります。 

 

 

 

 

 

 

団体のこと  （２）活動状況について 

問７ 貴団体は、どのくらいの頻度で活動を行っていますか。（単回答） 

活動頻度は、「月１日」が最も多く、以下、

「毎日」、「月２～３日」となっています。 

その他としては、「随時」、「月 15日から 20

日」、「年 100 日」などとなっています。 

 

 

 

 

 

問８ 貴団体の活動人数の傾向はどうですか。（単回答） 

活動人数の傾向は、以下のグラフのとおりで

す。 

「全体的に増えてきている」と回答した 15

団体中 7団体は「ボランティア団体」でした。 

「減少している」と回答した 45団体中 24団

体は「地区（校区）などの協議会・連合（連

絡）会など」、10団体は「ボランティア団体」

となっています。  

20.7%

26.7%

37.8%

7.4%

4.4%

31.9%

24.4%

24.4%

12.6%

14.8%

11.1%

4.4%

16.3%

11.1%

8.1%

10.4%

8.9%

8.9%

10.4%

5.9%

9.6%

乳幼児

就学前児童

小・中学生

高校生

若者（およそ１８歳～３０歳程度）

市民どなたでも

元気な高齢者

一人暮らしの高齢者

支援が必要な高齢者

閉じこもりがちな高齢者

介護サービス等を利用している高齢者

高齢者の介護を行っている家族

軽度の障がいのある人

重度の障がいのある人

障がいのある児童

一人暮らしの障がい者

障がい児・者を支える家族

母親・父親

母子・父子家庭の人

生活に困っている人

その他

21.5%

11.9%

23.7%

16.3%

10.4%

8.1%

8.1%

毎日

週１日

月１日

月２～３日

年１～５日

年６～１１日

その他

全体的に増え

てきている

11.1%

ほとんど変わらない

55.6%

減少している

33.3%
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団体のこと  （３）困っていることや課題について 

問９ 貴団体の運営上や活動上で困っていることや課題は何ですか。（複数回答） 

各団体の運営上や活動上の課

題は、「メンバーの高齢化」が

最も多く、以下「新しいメンバ

ーの加入が進まない」、「活動に

参加するメンバーが固定化して

いる」となっており、地域福祉

活動の担い手が不足している状

況にあります。 

その他としては、「活動項目

が多すぎる」、「資格取得の支援

が欲しい」、「高齢化のため活動

の場所までの交通手段が難し

い」などの意見がありました。 

 

 

 

団体のこと  （４）活動の活性化に必要なことについて 

問１０ 今後、貴団体の活動を活性化させるために、どのようなことが必要と考えますか。 

（複数回答） 

活動を活性化させるために必

要だと思うことは、「活動の担い

手となる人材の育成」が最も多

く、以下「活動に関わる必要な

情報提供」、「若者世代の活動参

加」となっています。 

また、「活動資金の支援」や

「専門知識習得のための研修・

講習会等の機会の充実」も多

く、人材以外での支援を必要とする団体が多い

ことがわかります。 

 

  

48.1%

28.9%

39.3%

24.4%

5.2%

7.4%

16.3%

41.5%

13.3%

6.7%

4.4%

14.8%

3.0%

8.9%

7.4%

24.4%

16.3%

11.1%

0.7%

メンバーの高齢化

リーダー（後継者）が育たない

活動に参加するメンバーが固定化している

仕事を持っているメンバーが活動に参加しづらい

メンバーが定着しない

メンバーの性別に偏りがある

活動を行う人手が足りない

新しいメンバーの加入が進まない

参加者を募るための情報を発信する場や機会が乏しい

やらされ感が強く、自発的な活動につながっていない

メンバーのモチベーションが維持できない

活動がマンネリ化している

活動の場所（拠点）の確保が難しい

活動を行う上でのメンバー向けの研修等が不足している

専門知識を持っている人材が不足している

活動資金が足りない

特になし

その他

無回答

30.4%

14.1%

20.0%

29.6%

37.8%

30.4%

17.8%

3.7%

10.4%

29.6%

17.8%

2.2%

0.7%

活動に関わる必要な情報提供

成果の発表の場の提供や情報発信に関する支援

他団体とのネットワーク化

活動資金の支援

活動の担い手となる人材の育成

若者世代の活動参加

市民が気軽に活動へ参加できる仕組み

活動に関わる相談窓口の設置

地域活動（交流）拠点の確保

専門知識習得のための研修・講演会等の機会の充実

特になし

その他

無回答
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地域のこと  （１）地域で気にかかる人・ご意見について 

問１１ 活動を通じて、福祉サービスの対象になっていないが、気にかかる人がいますか。 

（単回答） 

福祉サービスの対象となっていない、いわゆ

る「制度の狭間」にある人が「いる」と回答し

たのは 21.5%となっています。 

内容は、「生活に困っている高齢者がいる」、「身寄りのない

高齢者」、「人との関わりを持たない高齢者」、「引きこもり、

不登校生徒、高齢者の一人暮らし」、「8050 問題を抱えた家

庭」、「何の援助も受けていない母子家庭」などがありまし

た。 

※「いる」と回答した団体は問１２へ 

 

問１２ 貴団体が対応していることや、ご意見があれば記入してください。（自由記載） 

 

一人暮らしの元気な高齢者について 

・家から出かけることがなく、また訪ねてきてくれる人もない方々へ、何か公的支援がないか。 

 

不登校生徒について 

・一時的に当団体の活動に参加していた。親子共に苦しんでいる。「ふらっと行ってみようか

～」と思える場があれば、回復のきっかけにもなる。 

 

日本語学習が必要な外国人について 

・日本語で困っている人がいたら、出来る範囲で手助けをしたい。 

 

福祉サービスを利用していない障がい者がいる家族について 

・家族からの相談を受けたり、助言したりしている。 

 

町内会未加入のため子ども会に参加できない子どもについて 

・公務員（現役、ＯＢ）が町内会に加入し、行動を起こしてほしい。 

 

生活困窮、8050家庭について 

・支援センターなどを通じてレクリエーション交流、スポーツ交流を月 1回広報しているが、ま

だまだ本当に困って孤立している方たちには伝わっていない。 

・根本的な対応策がなく苦慮している。                       など  

いない

72.6%

いる

21.5%

無回答

5.9%
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地域のこと  （２）地域の問題点や課題について 

問１３ 活動を通じて、地域の問題点や課題はどのようなことと考えますか。（複数回答） 

活動を通じて感じる地域の問題点

や課題は、「大規模な風水害や地震

時の避難と安否確認等、防災対策に

不安がある」が最も多く、以下「隣

近所との交流が少ない」、「世代間の

交流が少ない」となっています。 

災害時の対策が課題、とする回答

は令和 2年 3 月に実施した市民アン

ケートでも関心が高く、昨今の自然

災害の多発が要因となっていると考

えられます。 

その他としては、「年齢に関係な

く引きこもり者の把握が出来な

い」、「問題があった時に何でも行政

に頼るというマインドが広がってし

まっている」、「行事に参加したくて

も移動手段がない」などがありました。 

 

地域のこと  （３）地域で力を入れて取り組むべきことについて 

問１４ 活動を通じて、地域で力を入れて取り組むべきことはどのようなことと考えますか。 

（複数回答） 

地域で力を入れて取り組むべきこと

は、「一人暮らしの高齢者や障がい者に

対する災害時の支援体制の整備」が最も

多く、以下「子育てが安心してできる子

育て支援施策」、「福祉に関する広報活

動」となっています。 

また、「高齢者や障がい者が安心して

暮らせる支援施策」、「若者や高齢者など

が気軽に参加できる仕組みづくり」など

が求められていることが分かります。 

  

13.3%

13.3%

17.8%

5.9%

5.2%

26.7%

26.7%

13.3%

12.6%

20.0%

4.4%

25.9%

17.8%

3.0%

31.9%

17.8%

19.3%

3.7%

3.7%

あいさつをしない人が多い

緊急時の対応体制がわからない

交通マナーの乱れ

地域での子どもの見守りがなされていない

子どもや高齢者、障がい者に対する

虐待を見たり聞いたりする

隣近所との交流が少ない

世代間の交流が少ない

地域の活動が不活発である

地域の中で気軽に集まれる場が少ない

障がいのある人に対する理解が不足している

健康に対する意識が低い

福祉サービスについて市民に知られていない

高齢者世帯（一人暮らし等）やその他支援が必要

な方がどこにいるかなどの情報が手に入りにくい

児童や認知症高齢者などの虐待が疑われる家庭

があってもどのように対応したらいいかわからない

大規模な風水害や地震時の避難と

安否確認等、防災対策に不安がある

生活に困っている人の把握や支援が不十分

特になし

その他

無回答

33.3%

14.8%

37.0%

7.4%

32.6%

29.6%

36.3%

20.7%

28.1%

22.2%

6.7%

20.0%

9.6%

5.9%

3.0%

福祉に関する広報活動

福祉の相談窓口などの整備

一人暮らしの高齢者や障がい者に

対する災害時の支援体制の整備

急病でも対応できる医療体制の整備

高齢者が安心して暮らせる支援施策

障がい者が安心して暮らせる支援施策

子育てが安心してできる子育て支援施策

地域資源の活用

（人的資源・公共施設・民間施設の活用）

若者や高齢者などが気軽に

参加できる仕組みづくり

地域コミュニティの醸成

世帯の複合的な課題や既存の制度では

対応できない課題への相談窓口の整備

生活に困っている人への支援施策

特になし

その他

無回答
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その他  ご意見をお聞かせください ※32ページ続き 

問１４ 活動を通じて、地域で力を入れて取り組むべきことはどのようなことと考えますか。 

（複数回答） 

詳細は地域での支え合い団体アンケート結果書に記載をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告書は右の QRコードを読み取るか、市ホームページにアクセスすることで閲覧できます。 

【大村市ホームページ】健康・福祉・子育て > 福祉 > 福祉施策 > 第 2 期おおむら支え合いプラン（大村市地域福祉

計画・大村市地域福祉活動計画） 

（URL） https://www.city.omura.nagasaki.jp/fukushi/kenko/fukushi/shisaku/sasaeaiplan2.html  

令和 2 年 4 月から子育て支援事業が始まったが

新型コロナウイルスの影響もあり利用者があま

りなかった。今後、支援事業が広まるように活

動していきたい。 

（社会福祉法人） 

「支え合い」「福祉」の言葉は大きいが、住民

の皆さんがどれだけ意識しているのか。時代が

進むにつれて、冷たい時代へと進んでいるよう

に感じる。 

（協議会・連合会等） 

個人情報保護法により、必要な情報が入手困難

で、災害時の救助等の優先順位が非常に難しく

なる。 

 

（協議会・連合会等） 

地域福祉の一翼を担う民生委員・児童委員は、

日々研修研鑽に努め、地域住民の一人として、

温かく見守り良き相談相手として心の分かり合

える活動を目指しています。 

（協議会・連合会等） 

地域の「支え合い」や「福祉」を自分の仕事と

してやりたい人を庁内で募り、その人を担当と

して行政サービスを提供すること。やらされて

いる人に期待しても何も返ってこないし、作っ

た人の意思も引き継げない。  （NPO 法人） 

https://www.city.omura.nagasaki.jp/fukushi/kenko/fukushi/shisaku/sasaeaiplan2.html
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５ 計画策定経過 

 

日付 内容 

令和元年 8月 
大村市地域福祉計画推進委員会設置要綱 

（平成 24年大村市告示第 163号）改正 

令和元年 9月～令和 2年 9月 
大村市地域福祉計画庁内検討委員会ワーキンググループ 

（4回開催） 

令和元年 11月～令和 2年 12月 大村市地域福祉計画庁内検討委員会専門部会（3回開催） 

令和元年 11月～令和 3年 1月 大村市地域福計画庁内検討委員会（4回開催） 

令和 2年 2月～令和 3年 3月 大村市地域福祉計画推進委員会（4回開催） 

令和 2年 2月～3月 地域の支え合いに関する市民アンケート 

令和 2年 6月～7月 地域での支え合い団体アンケート 

令和 3年 1月 市議会全員協議会 

令和 3年 2月 パブリックコメント 

令和 3年 3月 大村市地域福祉計画推進委員会からの答申 
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６ 大村市地域福祉計画推進委員会からの答申 

 

  

令和３年３月３０日 

 

 

大村市長 園田 裕史 様 

 

大村市地域福祉計画推進委員会 

委 員 長  坂 本 雅 俊 

 

 

第２期大村市地域福祉計画の策定について（答申） 

 

 

令和２年１月３１日付け、大市福第１６８号で諮問のあった第２期大村市地

域福祉計画の策定について協議するにあたり、本委員会では、令和元年度から合

わせて４回の委員会を開催し、慎重に協議を重ねた結果、別添のとおり答申しま

す。 

これらの協議の経過も十分配慮いただき、大村市らしさを活かした地域福祉

を実現するため、答申の内容に加え、下記事項について特段のご配慮をいただく

よう、要望いたします。 

 

記 

 

 

１ 大村市の地域福祉を総合的かつ計画的に推進するためには、市民、地域団体

等及び市の協働により取り組む必要があることから、計画の内容について十

分な周知を図ること。 

 

 

２ 社会情勢の変化に伴い、地域福祉の新たな課題が顕在化してくることも考

えられるため、アウトリーチ活動を行うなど、新たな課題の早期発見・早期対

応に努め、地域福祉の推進を行うこと。 

 

 

以上 
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７ 用語解説 

 

あ行 

用 語 解  説 

ＳＮＳ（エスエヌエス） 
Social Networking Service（ソーシャルネットワーキングサ

ービス）の略で、インターネット上の交流の場。 

ＮＰＯ（エヌピーオー） 

Non-Profit Organization の略で、民間非営利組織のこと。利

益拡大のためではなく、社会貢献を目的として活動する組織。

協議の意味では特定非営利法人（ＮＰＯ法人）として設立され

た組織を指すが、一般的にはボランティア団体や市民活動団体

も含まれる。 

 

か行 

用 語 解  説 

核家族 
夫婦のみの世帯、夫婦またはひとり親と未婚の子どもからなる

家族。 

基本構想・基本計画 

基本構想は、市町村が目指す将来の都市像を描き、その実現の

ための基本目標、施策の大綱を明らかにするもの。基本計画

は、基本構想に掲げる将来の都市像と基本目標に従い、分野別

の計画体系を示して、取り組まなければならない施策を位置付

けるとともに、達成すべき目標を明らかにするもの。 

健康おおむら 21計画 

国民一人ひとりの主体的な健康づくりを、社会全体で支援して

いくことを定めた「21世紀における国民健康づくり運動（健

康日本 21）」に基づき、本市で策定した住民の健康づくりに関

する行動計画。 

健康づくり推進員 

市町村が開催する健康づくり推進員養成講座で運動の知識・実

践を学習し、地域で健康・運動の普及・実践・アドバイスなど

のボランティア活動を行う人。 

権利擁護 

自己の権利を表明したり、行使することが困難な認知症高齢者

や障がい者等に代わって、援助者がその権利の表明や行使を行

うこと。 

合計特殊出生率 
人口統計上の指標で、一人の女性が出産可能とされる 15 歳か

ら 49歳までに産む子供の数の平均。 

高齢化率 65歳以上の高齢者人口が、総人口に占める割合。 
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か行 

用 語 解  説 

大村市高齢者等見守りネッ

トワーク協議会 

市内の高齢者などを地域で見守っていくための仕組みづくりを

行っている協議会で、医療・介護・地域・警察・消防・行政な

ど 24団体で構成されている。 

高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画 

高齢者保健福祉計画は、市町村の高齢者施策を総合的に位置づ

けるもので、介護保険事業計画とその他の高齢者施策を一体的

に含む計画。 

介護保険事業計画は、市町村の介護保険サービス及び地域支援

事業を円滑に実施するための計画で、必要なサービスの内容や

必要量を把握し、サービス提供体制を整えることなどを定める

計画。 

コミュニティ 
一定の地理的範囲に居住し、地域性と協働意識を持つ人々の集

合体 

 

さ行 

用 語 解  説 

資源 
生活課題の解決のために活用できる各種の施設、制度、機関、

知識や技術などの物的、人的資源の総称。 

自殺対策計画 

自殺対策基本法に基づき、自殺対策の地域間格差を解消し、誰

もが「生きることの包括的な支援」としての自殺対策に関する

必要な支援を受けられるための計画。 

自主防災組織 

住民一人ひとりが「自分の命は自分で守る」「自分たちの地域

は自分たちで守る」という考え方に立って、自主的な防災活動

を行う組織のこと。一般的に町内会、青年団、婦人会などの地

域活動の組織を活かして結成される。 

社会福祉法人 社会福祉事業を行うことを目的として社会福祉法に定めるとこ

ろにより設立された法人。公益性の高い、非営利法人であり、

社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効

果的かつ公正に行っています。 

障がい者基本計画 

・障がい福祉計画 

障がい者基本計画は、「障害者基本法」に基づき、市町村が障

がい者施策全般の方向性を示す計画。 

障がい福祉計画は、「障害者自立支援法」に基づき、障がい福

祉施策展開のため、具体的な数値目標を盛り込み、障がい者基

本計画の生活支援に係る施策の実施計画的なもの。 
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さ行 

用 語 解  説 

障害者週間 

国民の間に、広く障がい者福祉についての関心と理解を深める

とともに、障がいのある人が社会・経済・文化その他あらゆる

分野の活動に参加する意欲を高めることを趣旨として、国が平

成 7年に定めたもの。 

食育推進計画 

「食育基本法」基づき、市町村が子ども達に様々な経験を通じ

て「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得させ、健全

な食生活を実践できる人間に育てていく、「食育」を推進する

ための行動計画。 

食生活改善推進員 

市町村が開催する食生活改善推進員養成講座を修了した者で、

健康づくりのために食生活を通してボランティア活動を行う

人。 

自立支援協議会 

「障害者自立支援法」に基づき、障がい者のある人が、障がい

のない人と共に暮らせる地域をつくるため、障がい福祉に関わ

る関係機関が情報を共有し、地域の課題解決に向け協議を行う

場。障がい者が抱える様々なニーズに対応していくために、保

険・医療・福祉・教育・就労等のあらゆる分野での支援を継続

的に行えるよう、関係行政機関や民間団体で構成する。 

成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分で

ない人を保護するための制度。そのような人が契約を結ぶ必要

がある場合などに、本人に代わってこれらの行為を行う後見的

役割を務める成年後見人等を家庭裁判所が選任し、その判断を

補う。 

生活困窮者 

生活に困っている、働きたくても働けない、住む所がないな

ど、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することがで

きなくなるおそれのある人。 

 

た行 

用 語 解  説 

第三者評価 

社会福祉法人等の提供するサービスの質を、事業者及び利用者

以外の公正・中立な第三者機関が専門的かつ客観的な立場から

行う評価。 

ダブルケア問題 「子育て」と親や親族の「介護」が同時期に発生する状態。 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで

続けることができるよう、医療・介護・予防・生活支援・住ま

いが一体的に提供される体制。 
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た行 

用 語 解  説 

地域包括支援センター 

地域の介護支援を担うために設置された機関。保健師・社会福

祉士・主任ケアマネジャーが中心となり、高齢者の生活を総合

的に支えていくため様々な支援を包括的に行う。 

地域防災・水防計画 

「災害対策基本法」に基づき、市町村の防災会議が、災害予

防、災害応急対策及び災害復旧・復興等に関する事項を定める

もの。市や、その他関係機関の行う防災活動を総合的かつ計画

的に実施することにより、住民の生命、身体及び財産を災害か

ら保護することを目的とする。 

 

な行 

用 語 解  説 

ニーズ 
個人や家族が社会生活を送る中で生じる様々な問題に対して、

解決・軽減を求める要求、欲求、需要のこと。 

日常生活自立支援事業 

判断能力が不十分な知的障がい・精神障がいのある人や高齢者

等に対し、社会福祉協議会が、契約により、各種サービスの利

用援助、日常生活の各種手続きや金銭管理等を行う事業。 

認知症サポーター 

多くの市民に認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温か

く見守る応援者になってもらうために、市町村が開催する「認

知症サポーター養成講座」を受講した人。 

ノーマライゼーション 

障がいの有無や年齢に関わらず、すべての人が社会の中で互い

に尊重し支え合いながら、ともに地域で生活することが本来の

社会のあり方である、という考え方。 

 

は行 

用 語 解  説 

8050 問題 

「80代」の親が「50 代」の引きこもりの子どもを経済的に支

える必要がある状態を指す。子どもは仕事がなく収入もないた

め、親の年金が一家の主たる収入源になる。 

パブリックコメント 

行政機関が各種計画の策定などを行う際、事前にその内容を公

表して、市民から意見や提案を募集し、その結果を考慮して決

定する一連の手続き。「意見公募手続」という。 

避難行動要支援者 
高齢者、障がい者等において、特に配慮を要する人（要配慮

者）のうち、災害発生時の避難等に支援を要する人。 
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ま行 

用 語 解  説 

民生委員・児童委員 

地域の中から選ばれ、厚生労働大臣の委嘱を受けて、地域住民

の福祉向上のために活動する人。身分は非常勤の特別職の地方

公務員とされ、任期は３年で、社会奉仕の精神で住民の立場に

立って地域住民の相談に応じ、必要な援助を行う。 

向こう三軒両どなり 

普段親しく付き合う近所の意味で、自分の家の向かい側の 3軒

と左右の 2軒の家を指す。地域のきずなが希薄になった現在、

近所でのつながり、支えあいの大切さを表す言葉として用いら

れている。 

 

や、ら、わ行 

用 語 解  説 

要介護・要支援認定 
介護保険の給付を受けるために、要介護状態区分が決定される

こと。 

要保護児童対策地域協議会 

虐待を受けている児童等、要保護児童の早期発見・早期対応を

図るため市町村が設置する。関係機関、関係団体及び児童福祉

に関連する職務に従事する者等により構成され、要保護児童及

びその保護者に関する情報の交換や支援内容の協議を行う。 

 

  



 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

 

【大村市地域福祉計画】 

大村市役所 福祉保健部 福祉総務課 

〒856-8686 長崎県大村市玖島１丁目２５番地 

℡（0957）53-4111 FAX（0957）52-6930 

Mail fukushi@city.omura.nagasaki.jp 

HP  https://www.city.omura.nagasaki.jp/ 

 
おおむら支え合いプラン 🔍検索 

Click！ 

【大村市地域福祉活動計画】 

社会福祉法人 大村市社会福祉協議会 

〒856-0832 長崎県大村市本町４５８番地２ 

大村市中心市街地複合ビル（プラットおおむら）３階 

℡（0957）53-1351 FAX（0957）54-1365 

Mail honbu@omura-shakyo.net 

HP  http://www.omura-shakyo.net/ 

おむらんちゃん 

mailto:fukushi@city.omura.nagasaki.jp
https://www.city.omura.nagasaki.jp/
http://www.omura-shakyo.net/

